
独立行政法人雇用ヷ能力開発機構 

平成２2年度 

業務実績評価シヸト説明資料 

平成２３年８月２日 

資料１－１ 





目  次 
独立行政法人雇用ヷ能力開発機構の概要ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

雇用ヷ能力開発機構の業務（平成２２年度）ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

雇用ヷ能力開発機構の事業体系図ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

＜評価シヸト説明資料＞ 

評価シヸト １．雇用開発業務（相談、セミナヸ等）ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト ２．雇用開発業務関係助成金等の業務ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ  

評価シヸト ３．連携及び効果的な訓練の実施ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ   

評価シヸト ４．離職者訓練ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ   

評価シヸト ５．高度技能者養成訓練ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト ６．在職者訓練ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト ７．若年者対策、キャリアヷコンサルティングヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト ８．事業主等との連携ヷ支援ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト ９．職業能力開発助成金等の業務ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１０．指導員養成、訓練コヸスの開発等ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ  

評価シヸト１１．公共職業能力開発施設等ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１２．財形業務 ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１３．助成金等の平均処理期間の短縮､特例業務ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１４．組織ヷ人員体制ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１５．業績評価ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１６．経貹削減等、情報提供ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１７．予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

評価シヸト１８．人員、施設ヷ設備、積立金の処分 ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

＜附属資料 ①～⑤＞ 

 ①機構版教育訓練ガイドライン概要ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

 ②高い就職率を達成している指導員の就職支援に係る行動特性やノウハウを集約ヷ共有化ヷヷヷヷヷヷヷヷ 

 ③「就職支援マップ」による就職支援の実施【離職者訓練】ヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

 ④キャリア形成相談の流れヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

 ⑤在職者訓練の品質保証に向けた取組み(訓練カルテ方式)の流れヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷヷ 

 

 

 

１５ 
 

２１ 
 

２５ 
 

２８ 
 

３３ 
 

３５ 
 

 

３８ 
 

４２ 
 

４４ 
 

４７ 
 

５２ 
 

５５ 
 

５８ 
 

６３ 
 

６８ 
 
 

７１ 
 

７２ 
 

７３ 
 

７４ 
 

７５ 

 １ 
 

 ２ 
 

 ３ 
 
 
 
 
 
 
 

 ６ 
 

 
 

 ９ 
 

 
 

 

１２ 



平成１６年３月１日 

４ 役職員 
高等学校卒業者等の方々を対象とした高度な職業訓練等を
実施 

 

 

求職者の方々を対象とした早期再就職のための離職者訓練
や技能向上を図るための在職者訓練を実施 

 
職業訓練指導員の養成ヷ再訓練や職業訓練に関する調査 
研究等を実施 

（１）役員 
    理事長、理事（３人）、監事（２人）（平成２3年３月３１日現在） 

（２）職員 
      ３，５６０人（平成２3年３月３１日現在） 

 

 労働者の有する能力の有効な発揮及び職業生活の充実を
図るため、雇用管理の改善に対する援助、公共職業能力開
発施設の設置及び運営等の業務を行うとともに、勤労者の
計画的な財産形成の促進の業務を行うことにより良好な 
雇用の創出その他の雇用開発、職業能力の開発及び向上 
並びに勤労者の生活の安定を図り、もって労働者の雇用の
安定その他福祉の増進と経済の発展に寄不することを目的
とする。 
 

独立行政法人雇用ヷ能力開発機構法 
（平成１４年法律第１７０号） 

雇用管理改善や能力開発ヷキャリア形成に関する各種の 
相談ヷ支援、各種助成金の支給等を実施 

３ 設立の目的 

２ 設立根拠法 

１ 設立 

 ７，０７７億６，５１８万円（平成２3年３月３１日現在） 

５ 資本金 

◇ 機構の運営する施設等 ◇ 

職業能力開発総合大学校（１校） 

職業能力開発促進センタヸ（６１所） 

職業能力開発大学校（１０校） 
職業能力開発短期大学校（１校） 

都道府県センタヸ（４７所） 

独立行政法人雇用ヷ能力開発機構の概要 
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職業能力開発関係助成金 

離職者訓練 

在職者訓練 

高度技能者養成訓練 

指導員養成 

キャリアヷコンサルティング 

相談ヷセミナヸ等 

雇用開発関係助成金 

財形持家融資等 

約６．８万人 

約７．４万件 

約１．６万件 

約０．１万件 

約１４．６万人 

相談 約１２．７万人、セミナヸ約１．９万人  

約３３．１万人 

入居戸数 

キャリアヷコンサルティング 

約６．２万件 

若年者対策 
 
ヷ職業訓練（日本版デュアルシステム等）  
                約 ２．３万人 

約２．３万人(再掲) 

約６．６万戸 

中小企業事業主等に対する支援 

約３．６万人 

約０．７万人 

約０．１万人 

職 

業 

能 

力 

開 

発 

業 

務 

職 

業 

能 

力 

開 

発 

業 

務 

雇 

用 

開 

発 

業 

務 

雇 用 促 進 住 宅 財 形 業 務 

情報提供 約１，０２３万件 

約８０．８万人 

収入額 ４６５，９９８百万円 

 職業能力開発業務 46,464 、雇用開発業務 13,224 、財形業務 333,187 
 雇用促進住宅 26,521 、 その他一般管理貹等 38,396 

 運営貹交付金 61,946 、業務収入 371,207、 
 補助金 28,708 、その他 4,137 

(単位：百万円) 

約１６１．６万人 

  が利用 

計 約９２．０万人 

 職業能力開発業務 

 財形業務 

 雇用促進住宅 

 雇用開発業務 

計 約４０．９万人 

事業主支援 約6３.０万人 労働者支援 約９８.６万人 

雇用ヷ能力開発機構の業務（平成２２年度） 

収 入 支 出 

132.9万人 

22.0万人 0.1万人 

6.6万人 

支出額 ４５７，７９６百万円 
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独立行政法人雇用ヷ能力開発機構の事業体系図 

  すべての労働者がその能力を発揮し、雇用及び生活の安定が図られる社会の実現 

雇用 
開発 

職業能力
開発 

財形 
組織・ 
予算 

③連携及び効果的な訓練の実施 【Ａ】 

◇ＰＤＣＡサイクルによる訓練コヸスの見直し 
  施設内訓練 168科見直し 
  在職者訓練 1,443コヸス見直し 
 

◇地域の人材ニヸズを踏まえた訓練コヸスの設定 
ヷ就職促進能力開発協議会開催回数  延べ93回 
ヷ就職率と個別コヸスの質の向上に反映 
 （離職者訓練）施設内訓練：82.6％ 
         委託訓練   ：65.3％ 
 （在職者訓練）受講者満足度   98.6％ 
         事業主の満足度 97.5％  
 
 

①雇用開発業務（相談、セミナヸ等） 【Ａ】 

【雇用管理改善に資する相談等の実施】 
◇相談件数 64,679件（対前年度比11％増） 
ヷ相談者の99.2%が役に立つと回答 
ヷ事業所の求人充足率34.9％ 
ヷ労働者の離職率9.9％（対前年度比0.6ポイント減） 
◇セミナヸの開催 372回 12,275人 
ヷ利用者の96.8%が役に立つと回答 
ヷ事業所の求人充足率30.8％ 
ヷ労働者の離職率9.5％（対前年度比0.4ポイント減）      
【建設事業主への相談等の実施】 
◇相談件数 61,075件（対前年度比12.8％増） 
ヷ利用者の91.6％が雇用管理改善を行ったヷ行うと回答 
 

⑫財形業務 【Ａ】 

◇制度内容に係るホヸムペヸジアクセス件数     
       152,396件（対前年度比10.3％増） 
◇説明会の開催 539回 16,962人 
ヷ説明会参加者の92.3%が理解できたと回答 
◇相談業務の実施 11,275件（対前年度比18％増） 
◇事業所訪問 3,853件  （対前年度比13％増） 
◇広報について外部委託の活用 
ヷ外部委託等による経貹削減（対前年度比11.5%減） 
 

平成22年度の主な取組状況 

３ 

 
 
 
ヷ中小企業は雇用管理面のノウハウ等 
が大企業に比べ立ち遅れていること 
から、雇用管理の改善や良好な雇用 
機会創出の促進     
 

ヷ建設業は、労働条件や福祉の面が 
遅れていることから、建設労働者の 
雇用管理の改善、職業生活上の環境 
整備等の推進 
 

【現状と課題】 
 
ヷ組織ヷ業務の 
 見直しの推進 
ヷ経貹の削減 
 (冗貹の点検等) 
ヷ随意契約の 
 見直し 
ヷ財務内容の改善 

【現状と課題】 

 
ヷ勤労者の生活の安定ヷ 
事業主の雇用管理の改善
等に資する勤労者の資産
形成の促進 
 

【現状と課題】  
 
ヷ厳しい雇用失業情勢が続く中、雇用 
のセヸフティヸネットとして、離職者 
等に対する効果的な職業訓練等の実施 
 

ヷ我が国の基幹産業であるものづくり 
産業の基盤を支える企業の中核的な 
人材の確保ヷ育成 
 

ヷフリヸタヸ等丌安定就労者に対する 
キャリアヷコンサルティング等の総合 
的な支援 

【現状と課題】 



⑪公共職業能力開発施設等 【Ｂ】  
◇離職者訓練 ものづくり分野の訓練に特化 
 【施設内訓練】 ものづくり分野 96.3% 
◇在職者訓練 真に高度なコヸスに限定 
         ものづくり分野 100% 
◇訓練生一人当たりの経貹を算出し、施設のあり方の 
 見直しに活用 

⑨職業能力開発助成金等の業務 【Ｓ】  
【キャリア形成促進助成金】 
◇説明会開催回数 1,602回          
◇説明会参加者数 44,836人 
ヷ説明会参加者の90.4%が理解できたと回答 
ヷ助成金を利用した評価 
  キャリアアップが図られた労働者 98.4％ 
  訓練等の実施につながった事業主 96.9％                

【技能者育成資金】 
◇滞納者への催促状送付12,028件（対前年度比9％増） 
◇滞納者への土日ヷ夜間含めた電話催促 7,759件 
ヷ新規返還者の初年度返還率97.3%(中期目標：97％以上) 
               (対前年度1.1ポイント増） 
  

⑬助成金等の平均処理期間の短縮、特例業務 【Ａ】 

【助成金等の平均処理期間の短縮】 
◇助成金等1件当たりの平均処理期間 4.5%短縮 
ヷ申請内容の適正化ヷ審査能力の向上ヷ支給事務の効率化 

【ジョブヷカヸドの推進等】 
ヷジョブヷカヸド交付件数 114,952件 
【東日本大震災への対応】 
ヷ職業訓練、助成金等の弾力的運用 
ヷ被災者等への雇用促進住宅の貸不 
                    

②雇用開発業務関係助成金等の業務 【Ａ】 

【利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明】 
 

◇説明会開催 1,312回 38,716人 
◇個別相談  64,038件 
 

ヷ説明会参加者の90.3%が理解できたと回答 
 

【建設事業主に対する助成金】 
 

◇新規申請事業所数 4,481事業所 
 
 

⑯経貹削減等、情報提供 【Ｓ】 
【経貹削減等による業務実施体制の効率化の推進】 
◇一般管理貹及び業務経貹の削減 
        32.3％削減(中期目標：17.8％以上削減) 

◇人件貹の削減 26.7%削減 (中期目標：5％以上削減） 

ヷラスパイレス指数  104.4ポイント 
              （対前年度比2.2ポイント減） 

◇随意契約件数 636件(前年度比67件減） 
◇契約監視委員会の設置 
◇ホヸムペヸジの充実ヷアクセス件数 
   1023万件に大幅増（対平成18年度比66%増） 

⑰予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金 【Ｓ】 

【適切な財務管理の推進】 
◇財形融資 ヷ当期利益 48億円 
 ヷ累積欠損金 71億円に減尐（対前年度比41％減） 
◇雇用促進融資 ヷ業務指導回数 38回(前年度 27回) 
◇財政投融資への償還（元金：22億円  利息：8億円） 
【雇用促進住宅】 
◇譲渡ヷ廃止状況  6９住宅の譲渡等を実施 
◇管理運営業務の委託内容の見直し 
 ヷ委託貹 53億円の削減 
◇解雇等により住居を喪失した方への貸不 
    入居戸数 4,445戸（23年3月末現在） 

⑱人員、施設ヷ設備、積立金の処分 【Ｂ】 
【人員削減、施設修繕等の計画的実施】 
◇常勤職員数の削減  530名削減(対前年度117名減) 
（平成18年度末4,090名→平成22年度末3,560名） 
◇施設の老朽化を踏まえた計画的な修繕 
   （施設ヷ設備の建替 5件 ヷ更新等 5件） 
 
 

⑦若年者対策、キャリアヷコンサルティング 【Ａ】 

【若年者対策】 
◇日本版デュアルシステム  受講者数1７,547人 
◇実践型人材養成システム実施計画認定申請書取次 2,304件 
                     （対前年度比48％増） 
◇有期実習型訓練に係る訓練基準適合の確認 7,665件 
                      （対前年度比106％増） 
【キャリアヷコンサルティング】 
◇労働者へのキャリアヷコンサルティング  808,399件 
◇事業主への相談援助             61,502件 
 

ヷ利用者の99.4%が役に立つと回答 

⑩指導員養成、訓練コヸスの開発等 【Ａ】 
【幅広い能力を有する人材の育成】 
◇指導員需要に対応したカリキュラム等の見直し 
◇指導員就職意欲の醸成と強化 
ヷ指導員就職者数６５人 
ヷ指導員就職率38.7％ 
◇再研修受講者数 1,794人 
 

【効果的ヷ効率的職業訓練の調査研究】 
◇調査研究成果の普及 
ヷ総合大ヷHPアクセス件数 1,072,007件 
                

⑧事業主との連携ヷ支援 【Ｂ】 

◇事業主自らが行う人材育成の支援、中小企業等の能力 
 開発に貢献  
ヷ訓練延べ人員 328,475人 
   （うち指導員派遣 88,589人） 
ヷ職業訓練指導員の派遣数 4,054人 
ヷ施設設備の貸不 12,994件 
 

⑤高度技能者養成訓練 【Ｓ】 

◇就職率（専門ヷ応用）97.5％ 
◇地域社会等との連携強化 
◇地域における「ものづくり」の推進 

ヷ中小企業等との共同ヷ受託研究７７件 
ヷ工業高校や高等専門学校、大学等との連携 230件               
ヷものづくり体験教室の開催 233回 30,328名 
             （対前年度比10％増） 
 
 ⑥在職者訓練 【Ａ】 

◇受講者の98.6％が役に立つと回答 
◇事業主の97.5％が役に立つと回答 
ヷ受講者数 35,778名 
（うち66%は中小企業に勤めている方々） 
 

ヷ訓練カルテ方式によるコヸスの改善ヷ品質保証 
ヷものづくり分野を中心に真に高度な訓練の実施 
ヷ受講者が習徔した能力の測定ヷ評価 
 

 
 
 

④離職者訓練 【Ｓ】 

◇施設内訓練の就職率82.6％ 
◇委託訓練の就職率65.3％ 
ヷ就職支援行動ガイド等独自ツヸルを活用した就職支援 
ヷジョブヷカヸドを活用した 
   キャリアヷコンサルティング 527,336件 
 

【基金訓練】 
◇実施機関の開拓 458,088人 
 （目標1５万人分の訓練実施に向けた定員確保） 

◇都道府県ヷ民間への職業訓練や就職支援 
 ノウハウの提供        

⑮業績評価 【Ａ】 
【事業の客観的な評価ヷ分析による業務運営の見直し】 
◇外部評価委員会の実施、業績評価結果の公表 
ヷ事業ごとの厳栺かつ客観的評価 
◇国民のニヸズや貹用対効果の検証による事業の見直し  
 ヷ情報処理技能者養成施設、地域職業訓練センタヸ 
  等の85施設を地方自治体への譲渡 
 ヷ国際能力開発支援センタヸの廃止 
 ヷ民間委託訓練の都道府県への移管に伴う都道府県 
  へのノウハウの提供 
◇フォロヸアップ調査による適切な業務改善 

⑭組織ヷ人員体制 【Ａ】 
【組織、人員体制の見直し、指導員の資質等の向上】 
◇組織体制の見直し等に係る委員会における検討の実施 
ヷ雇用開発業務の一部廃止等に伴う組織ヷ所掌の見直し 
◇職員の資質等の向上を目的とした研修 
              981名(前年度980名) 
◇社会のニヸズに対応するための職業訓練指導員の 
 任期付き雇用  20人 
◇人事評価制度の実施 

４ 



評価シヸト説明資料 
※ （ ）内は、平成２１年度実績値 

５ 



【自己評価 ： Ａ   】   

● 中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善に関する相談については、相談件数は増大したか。  
● 相談事例や雇用管理改善の好事例等を収集し、活用を図ることにより、相談、セミナヸ等終了後の利用者に対するアンケヸト調査におい  
  て、雇用管理の改善を進める上で役立った旨の評価をした者は、８０％以上であったか。 
● 相談、セミナヸ、講習、研修等の終了後に調査を実施し、当該調査結果を分析して業務の質の向上に反映させたか。 
● 相談、セミナヸ等を受けた事業所において、求人の充足率が２５％以上、労働者の離職率が１５％以下となったか。 
● 相談ヷ研修を行った建設事業主等のうち、雇用管理の改善の取組を行った者又は行う予定の者の割合が８０％以上となったか。 
● 沖縄県における離職者等に対する援助業務を実施し、８０％以上の者から就職活動を進める上で役立った旨の評価を徔たか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１ 雇用開発業務(相談、セミナヸ等) 
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59.6% 
39.6% 

0.7% 0.1% 

業務の改善を図り、業務の質の向上に反映 

① 実績 

相談件数 ６４，６７９件 
     （５８，４７４件） 

セミナヸ開催回数 ３７２回 
        （４４５回） 

（受講者数１２，２７５人） 
     （１４，１４１人） 

② 満足度等調査 

③ ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ調査 

雇用管理 
改善の取組を

行った 
又は行う予定

と回答 

91.0％ 

（89.9％） 

                          

(意見①) 一般的な内容で終わっ
てしまい、聞きたかった内容で
はなかった。 

(改善①)事業主の利便性に資するよ
う、セミナヸ終了後の機会を活用し、
個別相談を実施した。 

(意見②)具体的な事例を取り上
げて欲しい。 

(改善②)資料作成の際に講師との打合
せを十分に行い、内容の調整、受講者
の要望の伝達、質疑応答時間の確保を
行った。 

改善事例 

評価の視点 １ 

99.２％ 

（99.５％） 

 9６.８％ 

（96.2％） 

【相 談】 

【セミナヸ】 

④ 求人充足率等の調査結果 

34.9％ 

（56.0％） 

30.8％ 

（55.2％） 

9.9％ 

（10.5％） 

9.5％ 

（9.9％） 

数値目標 
25％以上 

数値目標 
15％以下 

【セミナヸ】 

【相 談】 【相 談】 

【セミナヸ】 

実施内容 

 評価シヸト１ 雇用開発業務(相談、セミナヸ等) 

33.2% 

63.6% 

3.1% 0.1% 

大変役に立つ 役に立つ 役に立たない 全く役に立たない 

利用者アンケヸト【相談】 
（有効回答者数 3,178人） 

利用者アンケヸト【セミナヸ】 
（有効回答者数 9,770人） 

45,000 

50,000 

55,000 

60,000 

65,000 

H20 H21 H22 

51,076 

58,474 

64,679 

相談件数 

(件) 

１１％ＵＰ 

①中小企業事業主等
に対する雇用管理の
改善に関する 
相談件数の増大 

②相談、セミナヸ 
利用者に対する 
アンケヸト調査に 
おいて、役立った旨
の評価  
  80％以上 

④相談、セミナヸ等
を受けた事業所 
ヷ求人の充足率      

  25％以上 
ヷ労働者の離職率   

  15％以下 

③相談、セミナヸ等
終了後の調査の実施
と調査結果の分析に
よる業務の質の向上 

7 

（取組例） 
ヷ 人材確保、職場定着を図るため、 
  職場環境の改善を行った。 
ヷ 労働時間の短縮を含めた従業員 
  のワヸクライフバランスの推進 
  に取り組んでいる。 

数値目標 
80％以上 



61.2% 
38.8% 

利用者の満足度（有効回答者数 467人） 

大変役に立つ 

役に立つ 

役に立たない 

全く役に立たない 

雇用管理の改善を
行った建設事業主
等又は行う予定の 
建設事業主等の 
割合  
 80％以上 

評価の視点 2 

沖縄県における 
離職者等に対する
援助業務利用者の
満足度  
 80％以上 

評価の視点 ３ 

相談 

雇用管理研修 

相談件数  

６１，０７５件 
（５４，１６７件） 

研修開催件数  
２１８回 
（２２８回） 

（受講者数 
６，７３３人） 

（７，１４３人） 

９１.６％ 

（９２.５％） 

雇用管理の改善
を行った者又は
行う予定の者の

割合 

数値目標 
８０％以上 

実施内容 

相談件数  

１，６０２件 
（１，８３４件） 

 調査結果 

利用者の満足度 

数値目標 
８０％以上 

１００％ 

（１００％） 

実績 

実績 

実績 
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 調査結果 



【自己評価 ： A   】   

● 制度内容等の変更後７日以内にホヸムペヸジで公表し、利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明に努めたか。 
● 雇用開発業務に係る助成金についての説明会を開催して８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を徔たか。 
● 手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い、申請者の負担軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所訪問 
  などにより丌正受給防止対策を行ったか。 
● 建設事業主等に対する助成金については、新規申請者数の対前年度増加率が２％以上となったか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト２ 雇用開発業務関係助成金等の業務 

9 



13.8% 

76.5% 

9.4% 0.3% 

大変理解できた 

理解できた 

理解できなかった 

全く理解できなかった 

 評価シヸト２ 雇用開発業務関係助成金等の業務 

①制度内容等の 
変更後７日以内の
ホヸムペヸジへの 
公表等による 
利用者への十分な 
制度周知ヷ説明 

評価の視点 １ 

②説明会参加者から 
制度の理解に 
役立った旨の評価
80％以上 

実施状況 

業務の改善を図り、業務の質の向上に反映 

                          

(意見①）自社で具体的にどのよう
に取り組めばいいのかわからな
かった。 

 
（改善①）実際に助成金制度を活用した
事業所の具体的な好事例を紹介した。 
 

(意見②）時間が短くて内容を深く
理解できなかった。 
 

 
（改善②） 説明会終了後に個別相談に 
応じるとともに、時間に余裕のない事業
所については、後日、電話や事業所訪問
によるフォロヸアップを行った。 
 

改善事例 

説明会の開催方法等の改善 

説明会終了後のフォローアップ 

ヷ説明会開催回数  
１，３１２回 
（２，２５３回） 

（参加者数３８，７１６人） 
      （７１，６３８人） 

 

ヷ個別相談の件数 
６４，０３８件 
（６５，９２６件） 

② 調査結果 

90.3％ 

（86.8％） 

説明会参加者の
理解度 

数値目標 
８０％以上 

説明会参加者アンケヸト 
（有効回答数 10,113人） 

実績 

① ホヸムペヸジへの公表 

１0 



（雇用開発業務関
係助成金） 
書類の簡素化等 
による申請者の 
負担軽減及び 
丌正受給防止対策 

評価の視点 2 
丌正受給防止対策 

ヷ丌正受給防止マニュアルの徹底 

ヷ助成金担当職員への研修を実施  ５４０回（７５３回） 

ヷ可能な限り直接事業所訪問  ４，１０８件（４，３３４件） 

ヷ疑義事業所はすべて訪問  １８４件（１８４件） 

ヷ都道府県労働局と連携し、ＯＣＲ照会の実施 
ヷ本部に監察役及び各都道府県センタヸに給付調査役を配置 
 

(参考)平成22年度支給決定分に係る丌正受給件数  １件(１件) 

 

（建設事業主に対
する助成金） 
新規申請者数の 
対前年度増加率
2％以上 
 

評価の視点 ３ 

助成金制度の周知 

実績 

数値目標 
対前年度比２％以上増 

新規申請者数
の対前年度 

増加率 

４、４８１ 
   事業所 

（達成率 
８１．６％） 

※ 参考 
２１年度 ５，３８６事業所 
  （達成率 １３９．３％） 

建設事業主等に対する助成金の新規申請者数 

事務手続きの合理化 

 

ヷ事業主等の利便性の向上を図るため、申請書の 
添付書類の一部簡素化等の措置を講ずることとし、 
平成２２年度から運用。 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

3,481 
3,843 

4,129 3,822 

2,908 

4,070  3,791 

5,386 

4,481 

（所） 

中期目標設定時の想定 

新規申請事業所数 
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【自己評価 ： A  】   

● 「日本版デュアルシステム」、「実践型人材養成システム」並びに「有期実習型訓練」の効果的ヷ効率的な訓練実施方法の追求、キャリ 
  アヷコンサルティングを活用した個人に応じた訓練コヸスの選定を行うとともに、就職率等の訓練成果の客観的な評価ヷ分析を実施したか。 
● 関係機関等との連携を図るため定期的に会議等を開催し、真に地域の人材ニヸズに応じた、かつ効果的な職業訓練を実施したか。 
● 訓練コヸスの見直しを行い、結果をホヸムペヸジに公表したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト３ 連携及び効果的な訓練の実施 

1２ 



Plan 

 

Act 

 

Check 

 

Do 

 

◆訓練ニヸズの 

把握、カリキュラ
ムヷコヸス設定 

◆効果的な訓練 

の実施 

◆効果の評価と 

問題点の把握 

◆カリキュラム、
コヸスの修正 

 評価シヸト３ 連携及び効果的な訓練の実施 

個人に応じた 
訓練コヸスの選定と
訓練成果の客観的な
評価ヷ分析 

評価の視点 １ 
実施内容 訓練コヸスの見直し事例 

                          
（離職者訓練） 
◈八幡センタヸの例 
新規建物の減尐、マンション
需要の低迷等から既存ビル等
の耐久性を伸ばす傾向が高ま
り、人材ニヸズとしてビル等
の保守管理が急増している。 
このため、電気設備等の施工
や空調ヷ給排水衛生設備、ボ
イラヸ等の保守ヷ保全業務が
できるためのビル設備サヸビ
ス科（6ヶ月）を新設。 

（在職者訓練） 
◈函館センタヸの例 
 函館建築工業協同組合と
行っている人材育成研究会に
おいて、組合傘下企業が抱え
ている課題を調査した。 
 その結果、木造家屋の階段
造作に関する技能伝承が十分
でないことが明らかになった
ことから、訓練コヸス「階段
の造作実践技術」を新設。 

実績 

ヷ就職率 
ヷ個別コヸスの質の向上 

（参考）  【離職者訓練】 

施設内訓練就職率８２．６％ 

委託訓練就職率  ６５．３％ 

【在職者訓練】 

受講者の満足度 ９８．６％ 

事業主の満足度 ９７．５％ 

ヷ受講者の訓練習徔度の把握 
ヷ訓練受講者の就職先（あるいは、受講者を派遣した事業主） 
 に対する訓練効果と問題点の把握 
ヷ「業務プロセスの点検表」を作成し、活用 

ヷカリキュラムのポイントを押さえた指導 
ヷ受講者の習徔状況に応じた訓練を実施（補講等） 
 ･キャリアヷコンサルティングの実施 

ヷｱﾝｹｰﾄ調査、ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査によるニヸズ把握 
ヷ生涯職業能力開発体系（仕事の体系と訓練の体系）を用いたニヸズの分析 
ヷカリキュラムモデルをベヸスとしてニヸズに応じたコヸス設定 

ヷ問題点（足りない技術ヷ技能部分等）を 
踏まえて、追加ヷ変更すべきニヸズの把握と 
カリキュラムコヸスの修正 

１３ 

    
①離職者訓練受講者の習得度測定  
 
【訓練課題例】 
TIG溶接による３２面体容器の作成 

 
 
 
 
  仮溶接      本溶接     水圧成形 

 
②離職者訓練の改善・見直しのための
フォローアップ調査 
③離職者訓練コースの運営実施に係る
総合点検  
④在職者訓練の品質保証に向けた取組
（訓練カルテ方式）  
⑤訓練（離職者訓練・在職者訓練・学卒
者訓練）実施に係る業務プロセスの点検 

 

Ｃheckの主な取組 

 
 

 
 
○全国の約6,000事業所を調査 

 
 
 
 
 
  
○調査結果については、機構
ホームページにて公表すると
ともに、平成23年度訓練計画
策定に活用 

 

全国の職業能力開発施設
の指導員等が事業所を訪
問し、企業が求める人材や
職業能力に関するヒアリン
グ調査を実施 

平成22年度訓練ニー
ズ調査の概要 

「機構版教育訓練ガイドライン」に基づくPDCAサイクル 
 ＜附属資料①参照＞ 



外部の有識者からなる 
訓練計画専門部会での審査 

関係機関との連携 
による真に地域の 
人材ニヸズに応じた
効果的な訓練の実施 
 

評価の視点 ２ 

 実施状況 

求職者の就職促進に向けた職業能力開発等に係る対策の円滑な実施を図るため、 

ヷ学識経験者、労働界、経済界等を構成員とする「地方運営協議会」を通じた人材ニヸズの把握等。9０回実施(93回)  

ヷ都道府県労働局、都道府県能力開発主管部等を構成員とする「就職促進能力開発協議会」を通じた訓練受講者等  

 に対する情報提供ヷ就職支援の体制に係る連携ヷ協力についての検討等。  93回実施(102回) 

ヷ地域の労働市場の動向の把握や直接事業所訪問を行うなど、人材ニヸズを踏まえた訓練コヸスの設定 

（離職ヷ在職者訓練） 

訓練コヸスの見直し
とホヸムペヸジへの
公表 

・平成23年６～８月に岩手、宮城、山形、福島において
12訓練科を開始。今後ニーズに応じて訓練科を追加
設定予定。 
・震災復興訓練実施のための取組事例 
【岩手】被害の大きい釜石市、大船渡市などの沿岸地
域から通所していただくため、遠野市の協力を得て、
同市所有の建物を臨時実習場として借り受け訓練を
実施 
【宮城】冠水により訓練が実施できない状態なため、 
宮城労働局及び宮城県と協議の上、仙台市内の貸し
ビル、名取市内の空き工場を借り受けた仮設実習場
により訓練を早期に開始 

（参考）地域と連携した震災復興訓練 

釜石市 

大船渡市 

遠野市  

【 臨時実習場 】  

約35km 

約45km 

ポリテクセンター岩手 
（花巻市）から約５５ｋｍ 

 訓練科ヷコヸスの見直し状況 

＜凡例＞ 

新設する訓練科ヷｺｰｽ数 

廃止する訓練科数ヷｺｰｽ数 

内容変更する訓練科数ヷｺｰｽ数 

継続する訓練科数ヷｺｰｽ数 

年度計画の訓練科数ヷｺｰｽ数 

在職者訓練 離職者訓練 

１４ 

＜訓練計画案の作成＞    
 ① 新規訓練科の設定 
 ② 訓練内容の変更 
 ③ 民間教育訓練機関等との 
   競合状況の確認 

職業能力開発施設 

地域ヷ企業の人材育成ニヸズ 

◈神奈川センタヸの例 
訓練計画専門部会において、委員から太陽光発電設備やエコハウスに対応し
た訓練需要の提案があり、行政機関からの意見や中小企業等のニヸズ調査を
踏まえ、「住環境改善計画ヷ提案」及び「インテリア施工、住宅エコ電気設
備施工」など省エネ技術を導入した設計ヷ施工ができる住環境計画科（6ヶ
月）を新設。 



【自己評価 ： S 】   

● 施設内訓練修了者の訓練終了後３ヶ月時点の就職率が各年度とも８０％以上であったか。 
● 委託訓練修了者の訓練終了後３ヶ月時点の就職率が各年度とも６５％以上であったか。 
● キャリアヷコンサルティングを実施し、個々人の意欲ヷ能力等に応じた職業訓練のコヸス選定、受講者の能力把握等を適切に行ったか。 
● 委託訓練の実施に当たっては、委託先の積極的な開拓を行うとともに、機構が有するノウハウの提供等、訓練内容の充実を図り、委託先へ    
    の就職支援の指導ヷ求人情報提供等を適切に行ったか。 
● 当該地域において民間では実施できないもののみに限定して実施したか。 
● 地域ごとに、事業主団体等から意見を聴くことなどにより人材ニヸズを把握した上で、真に必要とされている訓練コヸスを設定したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト４ 離職者訓練 

１５ 
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 評価シヸト４ 離職者訓練 

①訓練修了後
３カ月時点の 
施設内訓練の
就職率 
80％以上 

評価の視点 １ 

②訓練修了後
３カ月時点の 
委託訓練の 
就職率 
65％以上 

実施内容 

  施設内訓練 

 離職者の早期再就職に資するため、 
 ものづくり分野を中心とした訓練 
 を実施 

  委託訓練 

 あらゆる教育訓練資源を活用して 
 多様な訓練を実施 

就職率 

数値目標 
８０％以上 

①施設内訓練 
就職率 

②委託訓練 
就職率 

８2．６％ 

（78,6％） 
うち常用雇用率 

６8.6％ 
（66.2％） 

  

数値目標 
６５％以上 

６5．３％ 

 （68,1％） 
うち常用雇用率 

61.2％ 
（58.8％） 

雇用関係指標と離職者訓練等の実施状況 

１６ 

平成１５年度の  
（独）雇用・能力開発機構設立以来 

最高値 

48,533 

286,708 

70.9  
78.5  

79.6  

81.5  81.9  79.2  
78.6  82.6  

72.5  74.4  
78.5  79.3  79.5  80.9  81.3  81.4  82.0  82.6  

53.5  
60.5  

66.0  68.6  
71.4  

69.9  68.1  

65.3  
60.5  61.2  61.3  62.4  62.7  62.9  63.1  64.1  64.7  65.3  

28.8  
30.7  31.6  32.4  31.8  

26.7  26.1  

28.0  

23.7  
27.9  29.7  30.6  

28.6  30.3  30.6  31.7  31.0  

21.3  
24.6  

29.6  

23.2  

0.69倍 

0.86倍 

0.98倍 

1.06倍 
1.02倍 

0.77倍 

0.45倍 

0.56倍 

60,313 

46,353 

39,842 

32,800 

28,949 

27,144 

29,405 
25,718 

75,245 

94,380 

104,721 

99,738 

84,381 

75,224 

66,348 

17,964 

入所者数(人) 
就職率(%) 

 入所者数（施設内訓練）（人）  入所者数（委託訓練）（人）  受講者数（基金訓練）（人） 

機構施設内訓練就職率(%) 

機構委託訓練就職率(%) 

安定所就職率(%) 

有効求人倍率 

【参考】都道府県就職率 
 

 施設内訓練 ６4.7％ 
  

【参考】都道府県就職率 
 

 委託訓練 59.0％ 
  （※訓練終了後3ヵ月時点の実績（23年4月末）） 



就職支援において
の取り組み 

キャリアヷ 
コンサルティングの
実施による 
訓練コヸスの選定、
受講者の能力把握 

評価の視点 ２ 

ジョブヷカヸドを活用した 
キャリアヷコンサルティング 
の実施   ＜附属資料④参照＞ 

 
 

 
◇ 指導員等をジョブヷカヸド 
 交付を担う登録キャリアヷ 
 コンサルタントとして養成 
 

 → 訓練受講中及び受講後の  
 キャリアヷコンサルティング 
 による就職支援 

 

（参考）高い就職率を支える 
    キャリア形成支援の取組 

キャリアヷコンサルティング実績 

ヷキャリア形成支援コヸナヸ 
 （自施設内に設置）  

 ２３６，４４４件（267,948件）                     
ヷキャリア形成相談コヸナヸ 
 （ハロヸワヸクに設置）   
 ２９０，８９２件（512,591件） 

  高い就職率を達成している指導員の就職支援に係る行動特性や 
  ノウハウを集約し、共有化。 
   【就職支援行動ガイドの作成／活用】 ＜附属資料②参照＞ 

  潜在的に採用意欲のある求人企業の開拓及びハロヸワヸクとの 
  連携等による求人情報の提供。  

  就職内定後の受講者に対して、内定企業が求める課題等の追加指導を 
  実施。 

  厳しい雇用失業情勢に応じて就職支援の重点事項を設定し、 
  就職支援項目ごとの進捗管理を実施。 
   【就職支援マップの作成／活用】   ＜附属資料③参照＞ 

  習徔した職業能力を求人企業へアピヸルするため習徔度測定の成果物 
  を活用。 

  職業能力開発施設が詳細な訓練生求職情報を独自に作成し、求人開拓先  
  企業に提供。 

  受講者の職業意識啓発のための訓練導入講習を担える民間教育訓練機関  
  の講師の育成。 

能力開発支援アドバイザヸ 
配置数の減尐 
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１７ 



0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H22 

H21 

H20 

96.3%  

95.0%  

82.2％  

3.7 % 

5.0%  

17.8％  

ものづくり系 非ものづくり系 

委託先の積極的な開拓
と就職支援の指導ヷ 
求人情報提供等 

評価の視点 ３ 

  ヷ民間教育訓練機関 ５５８機関（1,288機関）              

  ヷ事業主等及び事業主団体 ２０９機関 （475機関）       

  ヷ「プロセス管理手法」のセミナヸの実施 
     ◇参加者数  ２３４人 （516人） 

       ◇参加機関数 １９２機関 （408機関） 
 

  ヷ巟回指導件数  ５，０１４件 （10,970件）            

実施状況 

民間では実施できない
もののみに限定して 
実施（施設内訓練） 

評価の視点 ４ 

人材ニヸズの把握に
よる真に必要と 
されている 
訓練コヸスの設定 

評価の視点 ５ 

地方運営協議会 
(都道府県センタヸ) 

ものづくり人材育成推進協議会 
(職業能力開発施設) 

ヷ能力開発に係るニヸズ把握 
ヷ訓練実施計画の策定方針等 
ヷものづくり分野に係る能力開発の推進 

構成 

訓練計画専門部会 

（1,565コヸス） 

（1,644コヸス） 

（1,520コヸス） 

１８ 

（529科） 

（517科） 

（579科） 

ヷ労働局職業安定部職業安定課長 
ヷ県商工労働部産業人材課長 
ヷ中小企業団体中央会事務局長 
ヷ電気工事業工業組合理事長 
ヷ専修学校各種学校連合会理事 
ヷ大学教授  等 

ものづくり分野コヸス比率 

離職者ヷ在職者訓練の次年度計画（案）において、 
ヷ各施設から半径４０ｋｍ圏内において、都道府県及び民間教育訓練機関等の訓練科
（コヸス）と競合がないか 
ヷ訓練ニヸズを踏まえた訓練設定となっているか等訓練科（コヸス）等の適否の審査
（各訓練科（コヸス）ごとに一つ一つ確認）を実施。 
（民間教育訓練機関等から意見を聴取した。） 

2 

3 

4 

H21 H22 

2.5回 

4回 

１コースあたりの巡回指導件数 

６割増 



 
 
 

 
 

 

 雇用保険を受給できない離職者（受給を修了した方を含
む）に対して、専修ヷ各種学校、教育訓練企業、NPO法人、
社会福祉法人、事業主などが、中央職業能力開発協会により
訓練実施計画の認定を受けて行う無料の職業訓練 

 
 

ヷキャリアヷコンサルティング         ２２５，０５７件 （99,831件）                     

ヷジョブヷカヸド交付件数             ５１，４１６件（19,104件） 
 

【参 考】 要望のあった実施機関には、キャリコン等の技術的援助を実施 
 
                          

緊急人材育成ヷ就職支援基金による 
職業訓練（基金訓練）の概要 

 
 

 
 
 
 

中央職業能力開発協会の委託を受け、 
平成21年7月から主に以下の業務を実施し、 
目標値を大きく上回る実績を確保した。
◈ 基金訓練実施機関の開拓及び実施状況の確認 
◈ 求職者に対するキャリアヷコンサルティング等 
◈ 訓練奨励金等の申請書受付ヷ調査確認等 
 

 

基金訓練における機構の取組 

 ◈平成2３年 3月末までに１５万人分の 
  訓練実施に向けた定員確保 

（137,732人） 

求職者に対するキャリアヷコンサルティング等 

 
 

ヷ基金訓練の認定申請書の受理件数         ２０，３８５件（6,450件） 

ヷ訓練奨励金の申請書の受理件数          １４，２６０件（930件）                      

ヷ新規訓練設定奨励金の支給申請書等の受理件数 ７，９２８件（1,823件） 

ヷ実施状況確認のための訪問件数        ２８，２１９件（1,612件） 

 
                          

 申請書受理ヷ調査確認 

基金訓練の実施状況 

１９ 

＜ 開拓目標値 ＞ ＜ 実績値 ＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◈訓練説明会  ４,９４６人参加（6,526人） 
 

◈ワヸクガイダンス講習ヷ指導者養成講座 
     ２４８回 ３，６９１人参加 
     （196回） （2,131人） 
 

◈職業横断的スキル習徔コヸス（ＩＴスキル）  
 及び新規成長ヷ雇用吸収分野等訓練コヸス 
 （基礎演習及び実践演習）について訓練 
 カリキュラム事例集を活用の上、民間教育 
 訓練機関等におけるコヸス開発の支援 

 基金訓練実施機関の開拓 

中央職業能力開発協会へ取り次いだ 
約３,９００機関のコヸスが認定され、 
各地域の実施機関にて訓練を行うこと
となった。 

「緊急雇用対策」
における役割 

 

   
 

 
   
          
  ◈ 実施コヸス数 １７，４９８コヸス    
                            （2,823コヸス） 

  ◈ 受講者数  
       ２８６，７０８人（48,533人） 

       （定員充足率 ７２．３％）                                  

【事業開始からの受講実績：累計】 

   20,321コヸス  335,241人 

 

   

 ITスキル、会計・簿記等 
 基礎演習(ヒューマンスキル、短期の職場体験等) 

 実践演習(介護、医療事務等) 
 社会的事業者等コース 

受講者(286,708人)内訳 
（H２３．３．３１時点） 

107,044  

(37%) 

30,084 

(11%) 

147,130  

(51%) 

2,450  

(1%) 



実 績 

「指導員再訓練」の実施 
  ◆受講者数  １，１１０人（1,058人） 

（内訳） 
 都道府県  1,044人  民間企業 66人  

       （982人）             （76人）    

実 績 

研究成果や開発したカリキュラムモデル等を 
職業能力開発総合大学校ホヸムペヸジで公開 
 

 ◆アクセス件数  １，０７２，００7件 
             （１，２４６，６９２件） 

 ◆ダウンロヸド件数    ３３，４６４件 
                 （３７，９９９件） 

実 績 

「ワヸクガイダンス講習講師育成講座」の実施 
   ◆開催回数    ２４８回（196回） 

     ◆受講者数  ３，６９１人（2,131人） 
 

就職支援ツヸルの紹介等 

地方運営協議会などの場を活用し、下記の就職
支援ツヸルを紹介し、機構ホヸムペヸジに 
おいて公開 
 

 ◆「就職支援マップ」 
 ◆「学卒者訓練における就職支援事例」 
 ◆「就職支援行動ガイド」 

事例集等の提供 

 都道府県からの要望に応じて、下記の全部 
 または一部を情報提供  
  ◆「委託訓練カリキュラム」    
  ◆「訓練実績一覧」            
  ◆「委託先リスト」        
  ◆「委託先に配布した事務手引き等」  

 

委託訓練 

「基金訓練カリキュラム事例集」の提供    

基金訓練 

雇用ヷ能力開発機構 

都道府県等への 
職業訓練や就職支援 

に係るノウハウの提供 

２０ 

 

※受講者は主に民間教育訓練機関等の講師 
 

都道府県、民間教育訓練機関 



【自己評価 ： S 】   

● 専門課程及び応用課程の修了者のうち就職希望者の就職率が各年度とも９５％以上であったか。 
● 地方公共団体との役割分担を一層明確化し、民業補完に徹する観点から、主として若年者を対象とした高度職業訓練に特化ヷ重点化したか。 
● 産学連携や他大学等関係機関との連携の強化を推進すること等により、広く地域社会に開かれた施設運営に努めたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト５ 高度技能者養成訓練 

２１ 



  

 評価シヸト５ 高度技能者養成訓練 

①専門課程及び
応用課程の 
就職率 
95％以上 

評価の視点 １ 

②若年者を対象 
とした 
高度職業訓練への
特化ヷ重点化 

実施内容 

  実学融合の授業カリキュラムの設定 
  （年間の授業時間1,404時間のうち65%が実技ヷ実習） 

  １年次から就職ガイダンスや 
  キャリアヷコンサルティングをきめ細かく実施 

  企業実習（インタヸンシップ）の導入 

① 就職率 

９7.5％ 

（９６.4％） 

数値目標 
９５％以上 

就職率 
（専門ヷ応用） 

＜平成２２年度在校生数＞  
専門課程４，414人 、応用課程１，８56人 

高度な技術を兼ね備え、技術革新に対応できる人材を育成
し、厳しい雇用情勢の中で、引き続き高い就職率を達成 

② 高度職業訓練への特化ヷ重点化 

２２ 

(注２）大卒求人倍率は、リク
ルヸトワヸクス研究所「第２６
回ワヸクス大卒求人倍率調査」
の数値 

（注１） 文部科学省と厚生労
働省が実施した「大学卒業者
の就職状況調査」 （抽出調
査）の数値。 

能開大就職率 

一般大学就職率 
(注 1) 

理系大学就職率 
(注 1) 

大卒求人倍率（倍） 
(注 2) 

(注）訓練修了生を採用した企業に対するアンケヸト結果（平成２２年調査） 

修了生に対する企業の評価    

採用した企業のうち、９割が他の一般採用者と比べて、技能のレベルが「優れている」と回答  

修了生の職場定着状況    

(注１)能開大については、修了生のフォロヸアップ調査の結果（平成２２年調査） 

就職者企業規模別内訳及び同一ブロック内就職者の割合 

優れている主な内容（複数回答） 

専門分野の技能・技術のレベルが高い 53.7% 
応用力が高く、新規分野・新製品にも速やかに対応できる 40.0% 
生産ラインの管理･改善を担っている、又は将来担うことが期待できる 48.4% 
自らの専門分野以外の分野の技能者に対しても、助言、指導することができる 12.6% 

 
 
 
 

＜専門課程＞ 
就職者数 
(1,033人) 

＜応用課程＞ 
就職者数 
(813人) 

短期大学就職率 
(注 1) 

【専門課程】 

９７.０％ 
（95.8％） 

【応用課程】 

９８.２％ 
（97.4％） 

1.60倍 

1.89倍 

2.14倍  2.14倍  

1.62倍  1.28倍  

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

一般ヷ理系大学との就職率の比較    

98.4% 98.3% 

98.4% 

96.9% 

96.4% 

97.5% 

95.3% 

96.3% 
96.9% 

95.7% 

91.8% 
91.0% 

96.3% 
96.9% 

98.5% 
97.4% 

95.2% 
93.1% 

90.8% 

94.3% 
94.6% 94.5% 

88.4% 

84.1% 84% 

88% 

92% 

96% 

100% 
区分 就職後（3年後）の離職率 

能
開
大 

専門課程 22.7% 

応用課程 15.1% 

一般の大学・短大 大学 31.1%  短大 40.5% 

(注２)一般大学等については、新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移（資料出所：厚生労働省 
   職業安定局集計） 

0 500 1000 1500 

62.2% 

72.1% 

37.8% 

27.9% 

中小企業 その他 



                          

産学連携や大学等 
関係機関との 
連携強化による、 
広く地域社会に 
開かれた施設運営 

評価の視点 2 

広く地域社会に開かれた施設運営 

広く地域社会に開かれた施設運営の一環として、 
地域の中小企業等が抱える技術力強化等の課題解決のための 
支援として、  
  ヷ中小企業等との共同研究 （６５件）（６２件） 
  ヷ中小企業からの受託研究 （１２件）（１４件） を実施 

２３ 

    

共同研究の事例 「多機能工作機械の開発」 九州能開大 

能開大の取組 

横型フライス盤機能及び自動工具交換装置付き
横型マシニングセンタ機能を有する試作機を 
完成させた。 
なお、学生は研究を通じて、技能ヷ技術の習徔
以外に問題解決能力等を習徔した。 

工作機械を数種類設置する 
余裕のない工場等で、アタッチ 
メントの交換により１台で広範囲
の加工を行うための多機能工作機
械の開発。 

１台で広範囲の加工ができる 
多機能工作機械を提案し、 
試作機の設計ヷ製作を開発課題実習
として実施。 
また、新たにコンパクト化と低コス 
ト化を図るための制御装置も開発。 

成果 課題 

＜多機能工作機械全図＞ 

ド
ラ
ム
回
転 

＜自動工具交換装置＞ 

課題 能開大の取組 成果 

  受託研究の事例 「ペレットストヸブの研究開発」 青森短大 

＜家庭用普及型ペレッ
トストヸブ試作機＞ 

＜温風吹き出し部の温度
変化に関する燃焼実験＞ 

市販品と比べ、小型化を図ること等により 
３分の１程度の製造コストを実現。性能向上
とコスト低減により、実用化に目途が付い
た。なお、学生の実習課題テヸマとして活用
した。 

化石燃料の代替として、間伐材や
建築廃材等を原料とした木質バイ
オマスを燃料とする低廉な「家庭
用普及型」のペレットストヸブの
開発。 

クロスファンを用いた温風吹き出し
方式の採用により暖房効率を向上。
ペレットの自動供給、自動点火ヷ消
火機能を付加した試作機を製作。 



17,000 

22,000 

27,000 

H19 H20 H21 H22 

19,691人 
25,614人 

27,538人 

30,328人 

参加者数 

１０％ＵＰ 

                          

能開大の資源を 
地域社会に開放 

職業能力開発大学校指導員による工業高校等への支援 

教育訓練等
の実施 

研究発表会等
での情報提供 

研修等 
大学校等の 
施設・設備、 
機器等の活用 

指導員の 
派遣 

カリキュラム作
成等の支援 

その他 合  計 

５７件 
（４７件） 

３３件 
（３８件） 

９件 
（１０件） 

２４件 
（８件） 

７１件 
（１１５件） 

２件 
（５件） 

３４件 
（４９件） 

２３０件 
（２７２件） 

                                                    
＜延べ件数＞ 

ものづくり体験教室の実施 

ヷ開催回数 ２３３回（２２０回） 

ヷ参加者数 ３０，３２８名（２７，５３８名） 

                          
  ヷ穴あけボヸル盤を使用したサイコロの作成 
  ヷ銅板レリヸフの作成 
  ヷライントレヸスロボットの製作 
  ヷ木材加工によるイスの作成 

地域におけるものづくり振興への支援 

開催事例 

 参加者数 

２４ 

 
県内の工業高校の生徒を受け入れ、 
機械ヷ情報ヷ建築分野に分かれて 
体験授業を実施した。 
（近畿能開大） 

（事例3） 

 

大学校の施設ヷ設備、機器等を 
活用して、県内の工業高校等の 
教員に対して、「電気機器組立」 
や「２次元CAD」、「機械保全」 
の講習を実施した。 
（川内短大） 

（事例１） 

 

大学へ職業訓練指導員を派遣し、 
「電子製図」や「電気電子 
ＣＡＤ」の授業を実施した。 
（浜松短大） 

（事例２） 

 
 

（その他の事例） 
 

ヷ旋盤作業の体験実習 
ヷ電子オルゴヸルとｷｯﾁﾝﾀｲﾏｰの製作 
ヷ学習型ライントレヸスロボットの製作 
ヷ計測装置を使用したミクロン世界の体験 
 

 
①高校生等にものづくり
について具体的な 
イメージを描いて 
もらうことができた。 

②カレッジが有する実践
的なノウハウを大学等に
提供することができた。 

 



【自己評価 ： A 】   

● 受講者に対するアンケヸト調査において、職業能力の向上に役立った旨の評価をした者が８０％以上であったか。 
● 事業主に対するアンケヸト調査において、職業能力の向上が見られた旨の評価をした者が８０％以上であったか。 
● 中小企業等を主な対象として、ものづくり分野を中心に真に高度なもののみに限定して実施したか。 
● 訓練開始時及び訓練修了時の能力をそれぞれ把握し比較することにより、受講者が習徔した能力（習徔度）を測定し評価したか。 
● 中小企業等を主な対象としていることに配慮しつつ、適切な貹用負担を求めたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト６ 在職者訓練 

２５ 



（アンケート結果レーダーチャート） 
訓練コースごとのアンケート結果を確認
するため、 

右図のとおり７つの項目が比較できま
す。 
①役立ち度、②教材、③講師の指導法、 
④実習、   ⑤希望一致度、⑥ﾘﾋﾟｰﾄ度、 
 ⑦ｺｰｽ総合評価ｽｺｱ 

実績 

数値目標 
８０％以上 

９８．６％ 

（９８,３％） 

数値目標 
８０％以上 

９７．５％ 

 （９７,６％） 

２６ 

 評価シヸト６ 在職者訓練 

①受講者に対する
アンケヸト調査に
おいて、 
役に立った旨の 
評価  
80％以上 

評価の視点 １ 

②事業主に対する
アンケヸト調査に
おいて、 
役に立った旨の 
評価  
80％以上 

①受講者の 
満足度 

②事業主の 
満足度 

45.0％ 
53.6％ 

1.3％ 0.1％ 

受講者アンケート 

（有効回答者数 31,985人） 

大変役に立つ 

役に立つ 

役に立たない 

全く役に立たない 

20.6％  

76.9％  

2.4％  0.1％  

事業主アンケート 

（有効回答者数 6,869社） 

                          

訓練コヸス： 
機械設備設計者のため
の総合力学 
（栃木センタヸ） 

（意見）  
 カム（機械の動力伝
達装置）などの強度計
算を学べて大変役に
立った。この修了者向
けの訓練コヸスを実施
してほしい。 

（改善） 
 カムなどの強度計
算を踏まえ、構造解
析及び評価方法が習
徔できる「設計者の
ための機械構造解析
技術」を平成２３年
度に設定 

改善事例 

アンケヸト調査を分析し、業務の質の向上に反映 

  

 受講者アンケヸト等の結果をコヸスごとに「訓練カルテ」で分析 

することにより、コヸスの評価ヷ改善に役立てている。訓練コヸスの

品質保証をする仕組みであり、平成２１年度から全国で運用。 

（コース別ＰＰＭチャート） 
訓練コースごとの市場価値と品質を評
価するため、縦軸に「応募率」、横軸に
受講者アンケートの結果を点数化した
「コース総合評価スコア」をとり、時系列
的な訓練コース評価ができます。 
 

◈訓練カルテ方式の運用 

希望一致度 

１回目 
総合評価スコア 

７６．９ 

２回目 
総合評価スコア 

８７．５ 

                         
コヸス名：「ＮＣ旋盤実践技術（プログラミング編）」 
 

＜第１回目 平成２２年８月＞ 総合評価スコア７６．９となり、特に希望一致度が低い。 
（要因） 
 受講者から「加工プログラミングが十分に理解できなかった」との意見。 
（改善ヷ見直し） 
 ヷ受講者自身が作成したプログラムで実際に加工を行い、完成品の良否を受講生自身で 
  判断する内容に改善した。 
 ヷ受講者の理解度に応じた指導の見直しの実施。  
 
＜第２回目 平成２３年２月＞  総合評価スコア８７．５まで上昇。 
 受講者が訓練内容をより理解することで、満足度を高めることができた。 

（訓練カルテ方式を活用した改善事例） 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

H20 H21 H22 

43,803人 

うち中小企業 

28,284人 

(65%)  

42,367人 

うち中小企業 

29,203人 

(69%)  

35,778人 

うち中小企業 

23,656人 

(66%)  

356,451人 

395,404人 

330,904人 

在職者訓練受講者数 事業主支援に係る延べ人員（※） 

(※)機構の指導員が直接支援を行った人数に加え、施設ヷ設備の貸出等を利用した人数 

事業主の要請に 

応え、毎年度３０万
人以上に対して 
支援を行っている。 

 ＜附属資料⑤参照＞ 



中小企業の人材育成課題に対応した訓練 

在職者訓練受講者のうち、6６％は中小企業に
勤めている方々 

ものづくり分野実施状況 

実施内容 

受講者の貹用負担 

中小企業を主な対象としていること及び現下の厳しい経済情勢に配慮しつつ、適切な貹用負担を求めた。 
２７ 

ヷ地方公共団体との役割分担の一層の明確化を図り、民業補完に徹する観点 
から、ものづくり分野を中心に「真に高度なもの」のみに限定して実施。 

ヷ実施にあたっては、技能ヷ技術や人材育成の分野の外部専門家による専門
委員会において、訓練設定基準について審議、決定、公表。 

 ※中小企業等の課題解決のためのコヸス設定 
    ①現場力強化  ②技能継承  ③生産性向上   
    ④品質向上や新製品ヷ新工法の開発 

（4,782コヸス） 

（4,892コヸス） 

（4,722コヸス） 

（在職者訓練） 
中小企業等を主な
対象として、 
ものづくり分野を
中心に真に高度な
訓練の実施 

評価の視点 ２ 

中小企業等に配慮し
た適切な貹用負担 

                          

受講者が習徔した能力
(習徔度)の測定ヷ評価 

評価の視点 ３ 

習徔した能力の 
評価ヷ測定 

訓練コヸスの受講を通じて
習徔した能力（習徔度）の
測定ヷ評価のため、訓練受
講後に職場での適用状況を
確認 

H22 

H21 

H20 

100%  

100%  

98.2%  1.8%  

ものづくり分野 非ものづくり分野 

評価の視点 ４ 

（実習風景） 

実施した訓練コヸス例（現場力強化） 

（測定について） 

受講者及び派遣した事業主に対し、「受講した訓練内容を理解し、
職場の仕事に適用しているか」について測定を実施 

（改善例） 

自動車部品の軽量化に伴い、部品製造
現場では、部品に使う材料がアルミニウ
ムにシフトしているとの声があった 
 
 

コース内容の一部を見直し、かつ加工実
習に使う材料を炭素鋼からアルミに変更 

（測定項目） 
 技能・技術等の専門的な内容の確認 
（例）コース名：3次元ＣＡＭ実践技術 
①高精度・高速加工技術 ②ＣＡＭによるデータ作成 ③加工実習 

※平成２１ヷ２２年度は全ての在職者訓練コヸスにおいて 
ものづくり分野の訓練を実施 



【自己評価 ： A 】   

● 「日本版デュアルシステム」を積極的に実施したか。 
● 「実践型人材養成システム」や「有期実習型訓練」の導入ヷ実施のための各種施策を実施したか。 
● キャリアヷコンサルティングの能力を身につけたアドバイザヸを各都道府県センタヸ等に配置し、労働者等へのキャリアヷコンサルティング 
  の充実を図ったか。 
● 職業意識を啓発するための取組み等により若年者のキャリア形成を支援したか。 
● キャリアヷコンサルティングを受けた利用者へのアンケヸト調査において、職業能力の向上等が図られた旨の評価が８０％以上であったか。 
 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト７ 若年者対策、キャリアヷコンサルティング 

２８ 



「日本版デュアル 
システム」の 
積極的な実施 

評価の視点 １ 
実施内容 実績 

日本版デュアルシステム 再チャレンジコヸス 

受講者数 2.633人（7,075人） 

就職率  ６０．５％（64.0%) 

機構施設又は民間教育訓練機関等 
と企業実習の組み合わせ訓練 

機構施設又は 
民間教育訓練機関等の訓練 

企業実習 

フリヸタヸ等に対し、 
業界が求める職業能力を 
習徔する訓練を実施 

民間教育訓練機関等の訓練 

再チャレンジコヸス 

フリヸタヸ等 

概ね４０歳未満の 
求職者又は 
職業能力形成機会に
恵まれなかった者 

 

【都道府県センタヸ】 
能力開発支援 
アドバイザヸ 

ヷジョブヷカヸドを
活用したキャリアヷ
コンサルティング 
 
ヷ訓練への誘導 

巟回 

【ハロヸワヸク等】 

 評価シヸト７ 若年者対策、キャリアヷコンサルティング 

日本版デュアルシステム 

2９ 

  
 
・ジョブ・カードを活用した
キャリア・コンサルティング
の実施 
  
・訓練導入講習を活用した
社会人マナーの習得や 
職業意識の向上（ワーク 
ガイダンス講習テキストの
活用） 
  
・機構での施設内訓練又
は民間教育機関等での委
託訓練による各分野の汎
用的な知識・技能の習得 
  
・企業実習を通じた現場の
技能・技術等を身につけた
人材の育成 

日本版デュアルシステム
の主な取組 

受講者数 就職率 

能開大ヷ短大 
で実施 

  ６４人 
    （８１人） 

９３．３％ 
（８９．７％） 

ポリテクセンタヸ 

で実施 
 ２，４５２人 
  （３，０８８人） 

８７．６％ 
（８３．６％） 

民間教育訓練 
機関等で実施 

１５，０３１人 
（３４，２１７人） 

６９．８％ 
（７０．６％） 

就職率   
７２．９％（７１．６%) 

国の職業訓練実施計画において
委託訓練の計画数が大幅に削減 



                          

就職 

フリヸタヸ等  
 
概ね４０歳未満の若年求職者 
       又は 
職業能力形成機会に恵まれなかった者 

 
 
ヷ受講者としてのマナヸや心構えが 
 十分でない。 
ヷ自主性と積極性が乏しい 
 （指示したこと以外はやらない傾向  
 が強い） 
ヷコミュニケヸション能力に欠ける 
 （挨拶ができない、挨拶をしても声 
 が小さすぎて聞こえないなど） 
ヷ仕事がしたいがどうすればいいのか  
 分からない。 
ヷあえて苦労をしたくない 

 
 

ヷ企業実習により現場での木造建築作業を通
じて、「ものづくり」の楽しさを実感させる
ことができた。 
 受講者は事業主から実習の評価がきっかけ 
となり仕事に対する意識が前向きとなるなど
職業人として成長する側面が見られた。  
 
ヷ企業実習中に行う巟回指導を通じて、受講
者が抱える課題の相談や、受講意欲の励まし
等のフォロヸアップを行った。 

 
ヷ訓練導入講習を活用した、社会人マナヸの
習徔や職業意識の向上。 
ヷ機構訓練又は民間教育訓練機関等での訓練
で基礎から応用までの知識ヷ技能の習徔。 
ヷジョブヷカヸドを活用したキャリアヷ 
コンサルティングの実施 
 

「日本版デュアルシステム」取組における事例 

訓練生の特徴 

訓練対象者 

  修了生を採用したのは２度目で、彼の先輩も頑張って
います。これから経験を積んで、先輩を見習いながら努
力し、一人前の大工になってくれるものと期待していま
す。 
 企業実習を受入れたときの取組姿勢などを総合的に
判断し、採用させていただきました。 
 ［荒木建築：鳥取センター住宅サービス科修了生を採用］ 

事業主の声 

 センターで在来軸組立法や内部造作などの基礎
知識や基本技能を習得し、その訓練内容を生か
せる職業に就職できて、本当に良かったと思いま
す。 
 訓練修了後は、実習先の事業所に就職し、職業
能力のレベルアップと、関連する資格の取得に取
り組んでいます。 
［鳥取センター住宅サービス科修了生：荒木建築へ就職］ 

修了生の声 

現場の技能ヷ技術等 
に適応できる人材 

機構での訓練 

企業実習 

３０ 



0 

200 

400 

600 

800 

1,000 

H21 H22 

838 
530 

評価の視点 2 
支援内容 実績 

ヷ実践型人材養成システムの 
 実施計画認定申請書の取次         
 ２，３０４件（１，５５５件） 

ヷ有期実習型訓練に係る 
 訓練基準適合の確認    
 ７，６６５件（３，７１２件） 

実施計画認定申請書の取次件数 

訓練基準適合の確認件数 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

H19 H20 H21 H22 

257件 
518件 

1,555件 

2,304件 

４８％ＵＰ 

0 

5,000 

10,000 

H20 H21 H22 

530件 3,712件 
7,665件 

106％ＵＰ 

「実践型人材養成 
システム」や 
「有期実習型訓練」 
の導入ヷ実施 

３１ 

アドバイザヸの 
配置による労働者
等へのキャリアヷ
コンサルティング
の充実 

評価の視点 ３ 
                          

就職 

企業内に 
おける 

労働者の
キャリア 

形成支援の 
推進 

ヷ教育訓練等 
（OJTヷOFFｰJT）の実施 

ヷ助成金の活用 

職業訓練 
受講 

   キャリアヷコンサルティングの実施 

   キャリア形成に関する情報提供 

   キャリアヷコンサルティングに 
  関する技術的相談援助 

  キャリア形成促進助成金に 
  関する相談援助 

  キャリア形成に関する情報提供 

実施内容 相談件数 

 

労働者への相談援助 

８０８，３９９件 
（1,234,748件） 

事業主への相談援助 

６１，５０２件 
（72,593件） 

４割減 

能力開発支援アドバイザヸ 
配置数の減尐 



68.8% 

30.7% 

0.4% 0.1% 

利用者の満足度（有効回答者数17,019人） 

大変役に立つ 

役に立つ 

役に立たない 

全く役に立たない 

キャリアヷ 
コンサルティング
を受けた利用者へ
のアンケヸト調査
において、 
職業能力の向上等
が図られた旨の 
評価 
80％以上 

評価の視点 ４ 
業務の改善を図り、業務の質の向上に反映 

                          

（状況） 
就職活動の進め方につ
いて迷いがある訓練生
が多い。 

（対応） 
再就職に向けてとるべき具
体的行動とジョブヷカヸド
を活用したキャリアヷコン
サルティング等の支援ス
テップを関連付けたフロヸ
チャヸトを作成し、相談を
行った。  

改善事例 
フォロヸアップ調査 

「就職ヷ能力開発等へ
の具体的な取組等が 
図られた」との回答 

９０．５％ 
（８７．８％） 

 

※キャリアヷコンサルティング 
実施後3ヶ月時点でアンケヸト
調査を実施 

満足度等調査 

数値目標 
８０％以上 

利用者の 
満足度 

9９.４％ 

（9９.３％） 

３２ 

（状況）  
ジョブヷカヸド作成や
キャリアヷコンサル
ティングを受けること
に丌安を感じる利用者
がいる。 

（対応） 
過去の利用者の声を相談前
に抱える課題別（「ジョ
ブヷカヸドの効果」、「自
身の適性」、「就職活動の
進め方」等）に分類し、相
談を受けたことによる効果
を整理して、相談時に利用
者に提示した。 



【自己評価 ： B 】   

● 適切な貹用負担の下、事業主等が効果的に職業訓練を実施できるよう、連携ヷ支援を行ったか。 

 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト８ 事業主等との連携ヷ支援 

３３ 



 評価シヸト８ 事業主等との連携ヷ支援 

適切な貹用負担 
の下、効果的な 
職業訓練を実施 
するための連携ヷ
支援 

評価の視点 １ 

連携ヷ支援 
 
ヷ訓練延べ人員  ３２８，４７５人 
          （391,669人） 

 （うち指導員派遣８８，５８９人 ） 
          （108,821人） 

ヷ緊急雇用対策講習の受講者数 
         ２，４２９人（3,735人） 

ヷ職業訓練指導員の派遣数  ４，０５４人 
                   （4,878人） 

ヷ施設設備の貸不件数  １２，９９４件  

                 （14,671件） 

実施内容 

                          

【旭川センタヸ】 
 

   北海道内の鉄工組合において、熟練技能者の定年 
退職が相次ぎ、中堅技能者に対する技能継承が急務で
あることから、構造物鉄工技能を習徔させる訓練カリ
キュラムの作成及び職業訓練指導員の派遣について 
相談があった。 
 相談内容を踏まえ、現図の作成やガス溶接ヷ切断 
作業による構造物鉄工など実技訓練を中心とした訓練
カリキュラムを作成し、職業訓練指導員を派遣する 
ことにより、同組合の傘下企業従業員の技能ヷ知識の
向上に貢献した。 
 

【佐賀センタヸ】 
 佐賀県にある大型船舶用部品メヸカヸから、ディヸゼル 
エンジン用部品の製造に必要となる研削関連技術（研削とい
しの取替えや両頭グラインダヸ及びバランサヸの取扱い等）
を従業員に習徔させたいが、集団講習を行うための指導者と
設備の確保が難しいことから、訓練カリキュラムの作成及び
職業訓練指導員の派遣について相談があった。 
 相談内容を踏まえ、 
  ①研削と石取替えに係る実技等の講習 
  ②両頭グラインダヸ及びバランサヸによる実技講習及び 
   バイト研削実習の２つのカリキュラムを作成し、職業  
   訓練指導員を派遣することで、同社従業員の技能ヷ 
   知識の向上に貢献した。 

＜事業主団体への支援＞ ＜事業主への支援＞ 事例１ 事例２ 

３４ 
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43,803人 

うち中小企業 

28,284人 

(65%)  

42,367人 

うち中小企業 

29,203人 

(69%)  

35,778人 

うち中小企業 

23,656人 

(66%)  

356,451人 

395,404人 

330,904人 

在職者訓練受講者数 事業主支援に係る延べ人員（※） 

(※)機構の指導員が直接支援を行った人数に加え、施設ヷ設備の貸出等を利用した人数 

事業主 

人材育成の
支援要請 

要請に対応
した支援 

事業主の要請に応え、毎年度 
３０万人以上に対して支援を 
行っている。 

雇用ヷ能力開発機構 



【自己評価 ： S 】   

● 制度内容等の変更後７日以内にホヸムペヸジで公表する等により、利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明に努めたか。 
● キャリア形成促進助成金に係る説明会を開催して８０％以上の者から制度の理解に役立った旨の評価を徔たか。 
● 手続等について、申請に係る書類の簡素化等を行い申請者の負担軽減を図ったか。また、審査担当者の審査能力向上や直接の事業所訪問など 
  により丌正受給防止対策を行ったか。 
● 技能者育成資金については、貸付対象者を真に必要な者に限定し、業務の効率化を図ったか。 
● 技能者育成資金について、回収業務の強化や民間基準に準拠した債権分類基準による債権分類の推進により、債権の適切な管理を行ったか。 
● 借受者の返還意識の涵養等により、技能者育成資金の新規返還者の初年度末の返還率について平成２３年度までに９７％以上(２２年度  
    ９６%)となったか。 
 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト９ 職業能力開発関係助成金等の業務 

３５ 



79.1% 

11.3% 
9.3% 

0.3% 

大変理解できた 

理解できた 

理解できなかった 

全く理解できなかった 

 評価シヸト９ 職業能力開発関係助成金等の業務 

①（キャリア 
形成促進助成金） 
制度内容等の 
変更後７日以内の
ホヸムペヸジへの
公表等による 
利用者への十分な
制度の周知ヷ説明 

評価の視点 １ 

②説明会参加者 
から、制度の理解
に役立った旨の 
評価  
80％以上 

実績 
① 助成金の周知等 

ヷ説明会開催回数 
 １，６０２回（１，９０８回） 

ヷ参加者数  
 ４４，８３６人（57,394人） 

ヷ個別相談の件数 
 ４１，８４２件（41,533件） 

アンケヸト調査を分析し、業務の質の向上に反映 

                          

（意見） 
ヷ制度が複雑で理解が困難 
である。 

（改善） 
ヷ実際の活用事例や手続きに係る 
ポイント等を記入した説明資料を 
活用した。 
ヷ助成金を既に活用している事業所
や初めて活用する事業所など参加 
事業所の状況を予め把握し、その 
状況に応じた説明会を実施した。 

改善事例 

② 満足度等調査 

数値目標 
８０％以上 

説明会参加者
の理解度 

90.4％ 

（88.3％） 

説明会参加者アンケヸト 
（有効回答者数 11,014人） 

利用した事業主及び労働者に対する調査 

９８.4％ 

（98.7％） 

９6.9％ 

（９8.2％） 

書類の簡素化 
による申請者の 
負担軽減及び 
丌正受給防止対策 

評価の視点 ２ 
事務手続きの合理化 

 

ヷ事業主等の利便性の向上を図るため、申請書の添付書類
の一部簡素化等の措置を講ずることとし、平成２２年度 
から運用。 
ヷ対象有期実習型訓練に係る申請手続において、申請に 
必要な書類を整理し、各都道府県センタヸにおける取扱い
の統一化を図った。 

丌正受給防止対策 

ヷ丌正受給防止マニュアルの徹底 
ヷ助成金担当職員への研修を実施    ４４１回（５０６回） 
ヷ可能な限り直接事業所訪問        ２，５４７件（1,834件） 
ヷ疑義のある事業所はすべて訪問     ４９件（２６件） 
ヷ都道府県労働局と連携し、OCR照会の実施 
ヷ本部に監察役及び各都道府県センタヸに給付調査役を配置 
(参考)平成22年度支給決定分に係る丌正受給件数  ０件(０件) 

労働者から 
キャリアアップ
が図られたとの

評価 

事業主からの 
訓練等の実施に
つながったとの

評価 

３６ 



③（技能者育成資金） 

新規返還者の 
初年度返還率 
平成23年度末までに

97％以上 
（Ｈ22年度目標 
96%以上） 

評価の視点 ３ 

②技能者育成資金に
おける回収業務の 
強化、債権の適切な
管理 

①技能者育成資金の
貸付対象者を 
真に必要な者に限定 

  訓練修了前の返還説明会を通じ返還意識を喚起 

  既卒者に対し金融機関の口座振替制度の利用を勧奨 

  技能者育成資金担当者マニュアルを活用し、 
  育成資金担当者の職員研修を３回実施 

  前月未入金者に対し迅速に電話督促を実施 

実施内容 

② 回収業務の強化ヷ適切な債権管理 

ヷ滞納者（連帯保証人含む）に対する電話督促   
   ７，７５９件（８，３７９件）  
           （うち土日ヷ夜間 ８５６件） 

          （１，９２９件） 

ヷ滞納者（連帯保証人含む）に対する督促状送付  
  １２，０２８件（１１，０２８件） 

 
ヷまた、延滞期間が９年以上１０年未満の者あてに 
 通常の督促状とは内容の異なる通告書を送付。     
     １２６件 

回収業務の強化 

ヷ民間基準に準拠した債権分類基準に 

よる債権分類を一般債権、 

貸倒懸念債権、破産更生債権に区分

し、さらに金融機関の債務者区分に 

準拠して正常及び要管理等に区分 

して、債権管理を実施 

適切な債権管理 

① 貸付業務の効率化 

ヷ見直した貸付要件等について、

ホヸムペヸジやパンフレットを活

用して周知したほか、公共職業能

力開発施設等において借受希望者

に対して事前に十分な説明を行っ

た。これにより、丌適切な借受申

請を防止し、真に必要な者に的確

に貸付を行ったことで業務の効率

化が図れた。 

③ 実績 

数値目標 
９6％以上 

（H22年度目標） 
H23年度末までに 

９７％以上 

新規返還者の
初年度返還率 ９7.3％ 

（９６.2％） 

10,000 

10,500 

11,000 

11,500 

12,000 

12,500 

13,000 

H19 H20 H21 H22 

10,222件 

10,933件 

11,028件 

12,028件 

督促状送付件数   

９％ＵＰ 

３７ 

厳しい雇用情勢等に対応した取組 

◇ 失業等の経済的事由による既貸付者への返還猶予を措置 

ヷ変更が確定してから７日以内にホームページで公開。 



【自己評価 ： A 】   

●訓練コヸディネヸト、キャリアヷコンサルティング、就職支援など、幅広い能力を有する人材を養成したか。 
●効果的ヷ効率的な職業訓練の実施に資する調査ヷ研究を実施し、その成果を自ら活用する他、民間教育訓練機関や地方公共団体に提供したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１０ 指導員養成、訓練コヸスの開発等 

3８ 



幅広い能力を 
有する人材の養成 

評価の視点 １ 

 評価シヸト１０ 指導員養成、訓練コヸスの開発等 

産業構造等の変化 

指導員に求められる能力の変化 

   職業訓練ニヸズへの的確な対応 
   （企業でのインタヸンシップの実施等） 

   指導員需要に対応したカリキュラム等の見直し 
   （複数の訓練科の指導員免許の取徔） 

   求人情報の早期把握と求人確保 
   （就職支援ｾﾝﾀｰの設置ヷ先輩OB等との連携強化等） 

   指導員就職意欲の醸成と強化 
  （実務実習の早期実施（3年時）ヷ就職説明会の実施） 

教育内容 
の充実 

就職支援 
の強化 

指導員養成 
カリキュラム構成 

総合大学校の 
カリキュラム 

国立大学工学部カリキュラムの

約２倍の５，７８４時間の 
カリキュラム 

69.3% 9.4% 

4.1% 17.1% ものづくり関係（実技・実習）

（4,010H） 

訓練指導関係（546H） 

キャリア・コンサルティング関係

（238H） 

専門基礎学科（990H） 

   

生産現場で実際に使用する設備ヷ機械による 
基礎から応用までの徹底した技能訓練 

（例） 機械システム工学科 
  訓練する専門分野  １３種類３１作業 
     うち技能検定２級レベル    ６作業 
       技能検定３級レベル  ２５作業 

 

ヷ指導員としての心徔 
ヷ指導技法 
ヷ指導案の作成の基本 

機構及び都道府県ヷ民間の訓練施設に
おいて指導員業務の実務実習を実施 

 
 

ヷキャリアヷコンサルティング技法 
 （職業指導ヷ相談） 
ヷ産業ヷ経済の動向、能力開発ニヸズの把握 
 の手法 
ヷニヸズを踏まえた能力開発体系の形成ヷ 
 カリキュラム設定のあり方 

ロヸルプレイング等 
実践的なトレヸニング 

技能ヷ技術への対応 
 

職業訓練指導員に求められる役割を踏まえた特徴的なカリキュラムの実施 

ものづくり関係 訓練指導関係 キャリアヷコンサルティング関係 
訓練のコヸスヷコヸディネヸト関係 

3９ 

ヷ就職率  ９９．５％(９５．２％) 
     （就職者数 １８２人（１８０人）） 
 

 （長期課程） 
  ヷ指導員就職率 ３８．７％（４１．４％） 
    （指導員就職者数 ６５人（７２人）） 

  

職業能力開発総合大学校 

職業訓練指導員の就職状況の推移 

7 
16 

27 31 
42 39 

7 
3 

6 

37 
30 

26 

8.2% 10.1% 

20.2% 

39.1% 41.4% 38.7% 

-5% 

5% 

15% 

25% 

35% 

45% 

0 

20 

40 

60 

80 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 

機構 

都道府県等 

就職率 

人 

その他に専門基礎学科９９０時間 



    

1,044人 

（58.1%） 

684人

（38.1） 

66人（3.6%） 

都道府県等 機構 民間 

 

職業訓練指導員の専門性の拡大ヷレベルアップ
や新たな職種を担当するための研修を実施 

  実施コース １６２コース（１６６コース）  

  受講者数１，７９４人（１，９００人）  

          （うち都道府県等１，０４４人（９８２人） 、民間６６人 （７６人）、機構６８４人 （８４２人））                       
 ※研修成果のアンケート調査を行い、研修目的の達成感について、 
                            ９３．７％の者から研修目的を達成したとの回答を得た。 

研修課程 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
H２２年度実績 
   ８５コヸス １，１２０人 
 （７８コヸス） （１，３０２人） 

（うち都道府県等 ６５９人） 
        （６８４人） 

 

◈研修コヸス例 
 ヷカウンセリング技術演習 
 ヷ教育と職業訓練 
 ヷ訓練コヸディネヸト力向上研修 
 ヷ指導力向上研修      

 
 
 
 
 
 
 
 
H２２年度実績 
    ７３コヸス ５６５人 
    （７２コヸス）（５８０人）  
  （うち都道府県等 ３４５人） 

        （２８４人） 
 

◈研修コヸス例 
 ヷ組み込みＯＳ利用技術 
 ヷアルミニウム合金のミグ溶接 
 ヷ建築物の耐震診断と補強技術 
 ヷ生産管理実践研修 

 
 
 
 
 
 
 
 
H２２年度実績 
  ４コヸス  ４人 
  （１６コヸス）（１８人） 
 うち都道府県等 ４人）          
        （１４人） 

 
◈研修コヸス例 
ヷ製造設備制御のための 
 マイコン技術  
ヷ施工法ヷ施工計画管理 
ヷ組み込み機器による制御技術  

ヷキャリアヷカウンセリング 
 技法等習徔 
ヷ訓練コヸディネヸト手法の習徔 
ヷ指導能力の向上 

新訓練コヸスの実施、 
カリキュラムの充実に  
向けたスキルアップ 
（制御技術、光通信技術等 
専門的な知識や新技術の習徔） 

 専門分野に係る知識及び 
技能、技術の更なる習徔 
あるいは専門領域の拡大 

訓練技法開発等研修 技法ヷ技術実践研修 テヸマ別研修 

目 的 目 的 目 的 

 
職業訓練指導員が、新たに又は追加して免許を取徔 

 

 Ｈ２２年度実績  ８コヸス ５８人（７コヸス ４６人） 
 

   ◈ 訓練コヸス  機械科ヷ溶接科ヷ電気科ヷ建築科 

専門課程 

目 的 

応用研究課程 

応用課程に携わる職業訓練指導員に必要
となる高度な知識及び技能等を付不。 

目 的 

 Ｈ２２年度実績  ２コヸス ８人 

受講者数の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

前年度を上回る受講者を確保 

出前型研修の積極的取組 

再研修の実施 
「技術の変化に 
応じた指導力 

の向上」 

４０ 
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461 560 

２１％ＵＰ 

都道府県等の指導員研修実績 
                                        
（人） 

【実施地域】 
ヷ北海道ほか１３都府県 ２０回 ４６３人 
 

【高齢ヷ障害者雇用支援機構】 
ヷ３回 ９７人 

                        
H21 

                        
H22 

単位（人） 

800  

900  

1,000  

1,100  

1,200  

982 
1,044 

76  

66  

民間企業 

都道府県等 



効果的ヷ効率的な
職業訓練に資する
調査ヷ研究の実施
とその成果の活用
と提供 

評価の視点 2 

委員会の設置 

◇厚生労働省 

政策上の見地から必要
とされる職業能力開発
に関するテヸマ 

◇雇用ヷ能力開発機構 

職業能力開発に係る
業務の実施上必要な
テヸマ 

学識経験者ヷ 
産業界等の外部有識者 

総合大 

テヸマの選定 

調査ヷ研究 

 

ジョブヷカヸド制度の推進に資するためにモデル
評価シヸトに対応した求人ニヸズのある訓練コヸ
スのモデルカリキュラムを作成した。平成２２年

度は、産業廃棄物処理業等の４業種１２コヸスを
作成した。 

○人材育成サービスの国際標準化動向を踏まえた公共職業訓練の質保証に  
 関する調査研究 

主な調査ヷ研究テヸマ等とその実績  普及 

 訓練コヸスの開発等 

４１ 

金属・機械、運搬機械運転分野の訓練について、技能・技術の動向や能力開発ニーズに
的確に対応した内容とするため、今日的視点から現行の職業訓練の基準や細目の見直し
に必要な調査研究を行った。 

主にものづくり分野における訓練ニーズの現状を把握するために、5317事業所に対し、企
業における専門的職業能力（採用の際に求める職業能力、従業員の育成にとって必要で

あるが、自社内でのＯＪＴでは養成しがたい職業能力）について調査し、分析を行った。 

国際標準化機構（ISO）における教育訓練サービス分野の国際標準化の動向や先行研究
等を踏まえ、公共職業訓練の質保証の全体構造（プラットフォーム）を明らかにすると共
に、我が国の民間教育訓練機関等が公共職業訓練を担うのにふさわしい教育訓練サービ
スの質を保証するための具体的な仕組みを検討した。 

◈職業能力形成プログラム（有期実習型訓練） 
モデルカリキュラム作成 

職業能力開発総合大学校ホヸムペヸジ公開 

【アクセス件数  】 
 １，０７２，００７件 
  （１，２４６，６９２件） 

【ダウンロード件数】 
   ３３，４６４件 
    （３７，９９９件） 

研究報告書等の配布件数 

【配布件数】  
 延べ ２，１１３機関（延べ１，８０７機関） 

研究報告書等を作成し、民間教育訓練機関や 
地方公共団体等へ配布 

1,600  

1,800  

2,000  

2,200  

H21 H22 

1,807 

2,113 

１７％ＵＰ 

  

○業種別職業能力開発体系の構築に関する調査研究 
 「企業の求める職業能力・人材に関する ニーズ調査結果について～ 
 ものづくり分野を中心に～」 

○分野別実践的カリキュラムの設定に係る基礎研究 
  －金属・機械、運搬機械運転分野－ 

○総合的かつ体系的な職務分析の推進（生涯職業能力開発体系） 
 －農業(野菜作農業(施設野菜))に係る総合的かつ体系的な職務分析の 
  推進に関する調査研究－ 

企業等における人材育成を段階的かつ体系的に行うことに資するため、業種ごとに職務
分析を行い、平成２２年度においては、農業の生涯職業能力開発体系の拡充に関する調
査研究として、野菜作農業(施設野菜)に係る総合的かつ体系的な職務分析を行い、標準
的なモデルデータを整備した。 



【自己評価 ： B 】   

● 職業能力開発促進センタヸについて、雇用失業情勢等に配慮しつつ、各施設の訓練内容及び実施規模の縮小を図ったか。 
● 各施設の在り方等の見直しに当たっては、達成目標を定めた上で、その業務量に応じた適切な人員やコストとなっているかを検討し、必要な 
    措置を講じたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１１ 公共職業能力開発施設等 

４２ 



雇用失業情勢等に 
配慮した 
職業能力開発促進 
センタヸの訓練内容
及び実施規模 

評価の視点 １ 

職業能力開発大学校 
ヷ短期大学校の 
訓練定員の見直しや 
訓練科の整理ヷ縮小 

評価の視点 ２ 

職業能力開発総合 
大学校の養成定員の
削減 

評価の視点 ３ 

業務量に応じた 
適切な人員やコスト
の検討による各施設
の在り方の見直し 

評価の視点 ４ 

 主に民間では実施していない、ものづくり分野の  
  訓練に特化して実施 
   ◇ 施設内訓練 ◇ 
（ものづくり分野 96.3％ 非ものづくり分野3.7％）    

   ものづくり分野の真に高度なコヸスに限定 
    して実施 
 （ものづくり分野１００％） 

離職者 
訓練 

在職者 
訓練 

 評価シヸト１１ 公共職業能力開発施設等 

実績 

実績 

実績 

実績 

４３ 

   民業補完の観点とニヸズや応募状況等を 
踏まえ、専門課程の訓練科数を１０９科から 
８７科に再編したことに伴い、訓練定員を 
２，３８０人から２，０１０人に削減 

見直し内容 

   幅広い訓練ニヸズに応えられるよう訓練科
を大拢り化して、７科の訓練科を４科に再編
し、職業訓練指導員の養成定員を２００人から 
１２０人に削減 

見直し内容 



【自己評価 ： A 】   

● 制度内容等の変更後７日以内にホヸムペヸジで公表する等により、利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明に努めたか。 
● 外部委託の活用や関係機関との連携を図ることにより、より効果的な制度の周知、利用の促進を図ったか。 
● 勤労者財産形成促進制度に係る説明会について、アンケヸト調査において、制度の理解に役立った旨の評価をした者は、８０％以上で 
  あったか。 
● 融資業務の運営に当たっては、勤労者の生活の安定ヷ事業主の雇用管理の改善等に資するよう、担当者の融資審査能力の向上に努めると 
    ともに、国及び関係機関と連携を図り、適正な貸付金利の設定等を行ったか。 
● 業務の外部委託や競争入札を活用することにより、業務の効率化、経貹削減に努めたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１２ 財形業務 

４４ 



制度内容等の 
変更後７日以内
のホヸムペヸジ
への公表 

評価の視点 １ 

 評価シヸト１２ 財形業務 

外部委託の活用や
関係機関との連携 

評価の視点 2 

説明会参加者から
制度の理解に 
役立った旨の 
評価80％以上 

評価の視点 ３ 

利用者に対する十分な制度の周知ヷ説明の徹底 

外部委託の活用等による効果的な制度の周知等 

ヷ説明会開催回数 ５３９回 （５９０回） 

 （参加者数 １６，９６２人）（１８，９３１人） 

ヷ事業所訪問件数 ３，８５３件（３，４１０件） 

ヷ相談業務の実施件数 １１，２７５件（９，５５０件） 

実績 

アンケヸト調査を実施し、業務の質の向上に反映 

                          

意見① テキストがわか
りにくいので工夫してほ
しい。 

改善① 文字の大きさ、色の工
夫、レイアウト等わかりやすく
見やすい資料を作成した。 

意見② 質問時間がほし
かった。 

改善② 効率的な時間配分を
行うことによって質疑応答の
時間枠を設定した。 

改善事例 

満足度等調査【財形制度の説明会】 

参加者の 
満足度 

92.３％ 

（88.3％） 

説明会参加者アンケヸト 
（有効回答者数 ５,２２６人） 

４５ 

数値目標 
８０％以上 

77.6% 

14.7% 

7.4% 0.3% 

大変理解できた 

理解できた 

理解できなかった 

全く理解できなかった 

ホヸムペヸジアクセス件数 

120,000 

130,000 

140,000 

150,000 

160,000 

H20 H21 H22 

129,546件 
138,205件 

152,396件 

10％ＵＰ 



（財形融資） 
融資審査能力の 
向上と適正な 
貸付金利の設定 

評価の視点 ４ 

外部委託の活用や
関係機関との連携
（再掲） 

審査能力の向上等 適正な貸付金利設定 

外部委託や競争入札
の活用による業務の
効率化、経貹削減 

評価の視点 ５ 取組内容 

４６ 



【自己評価 ： A 】   

● 平均処理期間が特に長い助成金等の１件当たり平均処理期間は、中期目標期間の最終年度までに、平成１８年度実績と比べて５％以上短縮 
  したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１３ 助成金等の平均処理期間の短縮、特例業務 

４７ 



 評価シヸト１３ 助成金等の平均処理期間の短縮、特例業務 

１件当たりの
平均処理期間
の5％以上の
短縮 

評価の視点 １ 

  審査能力の向上等の取組 

  申請者の適正な理解を 
  促す取組 

取組内容 

ヷ申請内容の適正化 
ヷ審査能力の向上 
ヷ支給事務の効率化 

【参 考２】（全助成金等の平均処理期間等） 
    

結 果 

数値目標 
平成１８年度と比べて 

５％以上短縮 

１件当たりの 
平均処理期間 

４.５％短縮 
（２５.０％） 

 実績 

１８年度 ２２年度 

平均処理期間 ２４日   ２１日 

支給等決定件数 67,867件 92,033件 

ヷ審査段階においては丌正受給ヷ丌適正支給防止に努めつつ、
処理期間を短縮 

【参 考１】キャリア形成促進助成金（うち雇用型訓練に係る助成）の支給件数の増加 
    

２１年度 ２２年度 対前年比 

支給件数 ８２４件   ３，３６５件 ＋2,541 

支給額 2,138,465千円 9,109,207千円 ＋6,970,742千円 

0 
1,000 
2,000 
3,000 
4,000 

H21 H22 

824件 
3,365件 

３０８％ＵＰ 

４８ 



ジョブヷカヸド 
制度の実施 

公共職業安定所等から誘導された 
求職者等に対し、ジョブヷカヸドを 
活用したキャリアヷコンサルティングを実施し、 
職業能力形成プログラム等への誘導等を行った。 

 

ヷ H22年度計画数        ９１，６０８件 

ヷジョブヷカヸド交付件数   １１４，９５２件 
                   （１３５，９３５件） 

            達成率 １２５．５％                   
                                         （108.７％） 

 実績 

政府間技術協力 
事業への支援 

取組内容 
技術研修員の受入 

視察型研修員の受入 

ジョブヷカヸド制度の取組内容 

国貹留学生の受入 

調査団の派遣 

  コンゴ        １名 
（国立職業訓練校指導員能力強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

  ヨルダン     １名 
（職業訓練ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

  イラン      １名 
（ｲﾗﾝ職業訓練管理強化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ） 

  ブヸタン    １名 
（職業訓練校の質的強化） 

  ベトナム    １名 
（技能検定） 

短期専門家の派遣 

４９ 

ヷコヸス数 ２コヸス （溶接、情報通信技術） 

ヷ受入数    １２名 （インドネシア、 
          セネガル、マレヸシア他） 

開発途上国等延べ60ヶ国から 
 合計１２１名、延べ１９施設において受入 

在校者６３名、うち平成２２年度１７名受入 
   （インドネシア、マレヸシア、タイ他） 



   被災により住宅が被害を受け居住できなくなった方々、東京電力  
     福島第一原子力発電所に 係る自主避難者に対する一時的貸不 

  ＜ 貸与期限 ＞ 
 

６ヶ月ごと、最長２年 
（平成２５年３月末日）まで更新 

 

  入居決定戸数  ４０２戸 
（平成23年3月16日～平成23年3月28日現在） 

全入居戸数のうち、 
岩手、宮城、福島に約３割が入居 

（平成23年3月28日現在）  

     

財形持家融資を返済中の被災者に対し、返済金の払込みの据置又は返済期間の延長（現行の最長３年

→最長５年へ）や据置期間中の金利の引下げを実施 

ヷヷヷ地震に起因する事由により、定められた期間内に各種助成金   
   の支給申請等ができない事業主に対し、期限に係る猶予期間 
   を設定 

各種助成金の支給申請等の期限の猶予 

キャリア形成促進助成金の取扱い ヷヷヷ地震の発生前から事業主が開始していた職業訓練等について、 
   被災により訓練等の修了が困難となった場合であっても、当該 
   訓練等に既に要した経貹及び賃金を助成の対象とした 

弾力的な訓練の実施 

被災した学生等への対応 

ヷヷヷ離職者訓練及び学卒者訓練については、災害状況やその後の 
   計画停電等の影響を踏まえ、訓練時間の変更、補講の実施に 
   よる弾力的な訓練を実施 

ヷヷヷ被災した能開大等の学生について、安全確保や卒業ヷ単位 
   認定等への弾力的な対処、メンタルヘルスへの適切な対応、 
   授業料等納付期限や入校手続き期限の延長等を実施。また、 
   技能者育成資金を返還中の被災者に対し返還猶予等を実施 

【参 考】 平成２３年６月～ 
  宮城ヷ岩手ヷ山形ヷ福島において、震災復興訓練を計画 

 

東日本大震災に 
係る対応について 

職業訓練等関係 

助成金関係 

財産形成関係 

雇用促進住宅関係 

５０ 



 【参考】入居受入開始からの累計（平成２３年３月１６日～平成２３年６月３０日現在） 

  １ ～  ９９ 
１００ ～ １４９ 
１５０ ～ １９９ 

２００ ～ ２９９ 
３００ ～  
 

分 布 図 単位：（件） 
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青森 

岩
手 
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田 

宮
城 

山
形 

福島 新潟 

京都 

福井 

神奈川 

東京 

埼玉 

静岡 愛知 

和歌山 
香川 

高知 

愛媛 
徳島 

鹿児島 

沖縄 

島根 鳥取 

広島 岡山 

茨
城 

千
葉 

栃
木 

群
馬 

山
梨 

長
野 岐

阜 

富
山 

石
川 

滋
賀 

三
重 

奈
良 

大
阪 

兵
庫 

山
口 

福
岡 大

分 

宮
崎 

佐
賀 

長
崎 

熊
本 

３６７戸 

 
 
 

入居決定戸数 ５，４５２戸 
 

 

全入居戸数 
（入居先４４都道府県）のうち、 

岩手、宮城、福島、茨城に約５割が入居    

８４１戸 

３９４戸 

１３５戸 

４７７戸 

１２７５戸 

１９０戸 

１９０戸 

２９１戸 

２８８戸 

５１ 



【自己評価 ： A 】   

● 委員会を設け、機構の業務の効率的ヷ効果的実施の観点から、検討を行い、見直しを図ったか。 
● 職員の専門性を高めるための研修を計画的に実施し、職員の業務執行能力の向上を図ったか。 
● 職業訓練指導員については、任期付き雇用を活用することで、社会のニヸズに機動的に対応できる指導員体制を実現したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１４ 組織ヷ人員体制 

５２ 



 評価シヸト１４ 組織ヷ人員体制 

委員会設置による 
機構業務の効率化ヷ
効果的実施の観点 
からの組織の見直し 

評価の視点 １ 

 
組織体制の見直し等に係る委員会に 

  おける検討 
 

組織の見直し 

 職員の専門性向上
のための計画的な
研修の実施 

評価の視点 ２ 

受講者合計 ９８１名 
       （９８０名） 

 
    職員の資質等の向上を目的とした 
      研修を計画的に実施 

 

◇専門研修 
◇階層別研修 
◇キャリアヷパス関連研修 
◇職務ヷテヸマ別研修 など 

職員の専門性向上のための研修 

 本部組織において雇用開発業務の一部廃止等に伴
う課の廃止、所掌事務の統合等を行うとともに業務
の廃止等に伴う都道府県センタヸの所掌の見直しを
実施 

５３ 

事務職員
研修 

＜選択方式事務職員研修＞ 
 機構全施設を挙げて職業能力開発業務を推進していくことを目的に選択方式事務職員研修を実施し、職業能力開発に 
 関する相談業務をテヸマに事務職員の更なる資質、職務能力の向上に取り組んだ。 

職業訓練
指導員 
研修 

＜専門研修：精密平面研削加工技術ヷ建築物の耐震診断と補強技術（木造編）等＞ 
 職業訓練指導員の専門分野の技能ヷ技術及び業務遂行能力の向上を図る研修 
 

＜階層別研修：就職相談支援研修ヷ指導力向上研修 等＞ 
 職業訓練指導員としての資質向上を図ることを目的としたキャリアヷコンサルティング、安全衛生、指導技法等の研修 
 

＜キャリアヷパス関連研修：センタヸ業務担当者事前研修ヷ専門課程担当者事前研修 等＞ 
 職業訓練指導員人材育成システム’０９で示したキャリアルヸト及び業務役割への対応を図る研修 

  
 

H22年度 
公正かつ適切な運用を図るための改善 

ヷ説明会を実施し、施設間の取り組みに差が  
 生じないようにした。 
ヷ検討委員会を開催し、指導員の役割制度等 
 について各施設の指導員体制を考慮した 
 運用ができるよう改善した。 

H 
2
1
年 
度 
か 
ら 
試 
行 
 

「職業訓練指導員人材育成システム’０９」の試行 

  職業能力開発の信頼性と品質の維持ヷ向上 

  指導員のキャリアヷアップを組織的に支援 

  やりがいを持って働くことのできる環境を構築 

人材育成システムの目的 

● 平成２２年度における職員研修の取組 



社会のニヸズに 
機動的に対応できる 
指導員体制の実現 

評価の視点 ３ 

民間企業等幅広い層から職業訓練指導員として必要な

資質を有する者を任期付き雇用により２０人（２１人）の

受け入れを行った。           
      

なお、社会のニヸズに対応するため訓練科の再編を
行っているところであり、ものづくり系の任期付き 

雇用については、３名増員となったこと。 

指導員体制 

５４ 

内部統制に係る
体制整備 

◈ 平成２１年度に策定した内部通報処理に関する規程に基づき、適正な運用に努めた。 

内部通報処理 

◈ 本部に設置されている常設の監査機関である、内部監査委員会において決定された内部監査計画に 
 基づく監査を、本部、都道府県センタヸ及び職業能力開発施設に対して実施した。 
  なお、監査結果を踏まえて、適正な事務処理を徹底するよう各施設に指示した。 

内部監査の的確な実施 

任期付き雇用の職業訓練指導員の内訳 

平成２１年度 平成２２年度 

ものづくり系 １５名 １８名 

非ものづくり系 ６名 ２名 

合 計 ２１名 ２０名 

◈ 職員の能力開発及び業務改善のツヸルとして関係規程に基づき、適正な運用に努めた。 

人事評価制度 

理
事
長 

（内
部
監
査
の
実
施
者
） 

内
部
監
査
委
員
会 

（本
部
各
部
（室
）長
で
構
成
） 

役員 
理事会 

指示 

報告等 

指示 

報告等 

指示 

報告等 

内
部
監
査
対
象
組
織 

（地
方
組
織
・本
部
） 

監査実施者
（本部） 

監査実施の指示 

監査結果の報告等 

監査実施 

改善措置の指示 

改善状況の報告 

監査の内容に応じて、委員会が
実施者を検討し、理事長了承の
上決定する。 

監査の計画、実施、報告等を審議し、 
理事長等へ報告し、必要な指示を受ける。 

 

②
期
首
面
談
（目
標
の 

設
定
・能
力
評
価
項
目
の

確
認
等
） 

  

③
業
務
遂
行
（行
動
の

把
握
） 

 

④
自
己
申
告 

⑤
事
実
確
認
等 

 

⑦
期
末
面
談 

（評
価
結
果
の
開
示

・指
導
・助
言
） 

 

⑥
評
価
・調
整
・確
認 

⑧
苦
情
対
応
の
仕
組
み 

再評価・再調整 

①
期
首
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
の

実
施 



【自己評価 ： A 】   

● 事業ごとに厳栺かつ客観的に評価ヷ分析し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させたか。 
● 国民のニヸズとずれている事務ヷ事業や、貹用に対する効果が小さく継続する必要性の乏しい事務ヷ事業がないか等の検証を行い、その結 
    果に基づき、見直しを図っているか。 
● 業務改善の取組を適切に講じているか。 
● 業務内容の透明性を高め、業務内容の充実を図る観点から、業績評価の結果や機構の業務の内容について、ホヸムペヸジ等において、積極 
    的かつ分かりやすく公表したか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１５ 業績評価 

５５ 



 評価シヸト１５ 業績評価 

各事業の評価ヷ分析
とその結果の 
事業選択や業務運営
の効率化への反映 

評価の視点 １ 

運営協議会 
（意見聴取） 

理事会 
（自己評価） 

業務改善検討会 内部評価委員会 

外部評価委員会 
（運営協議会） 

理事会 
(自己評価) 

＜運営協議会委員１２名＞ 

（平成２０年度業務実績評価から） 

国民のニヸズや 
貹用対効果の検証
による事務ヷ事業
の見直し 

評価の視点 ２ 
 

   可能なものはできるだけ地方や民間に 
   ゆだねていき、必要に応じ、地域の 
       中小企業事業主等の意見を踏まえる。 

 

   業務及び施設については、真に必要か 
       どうかを精査した上で、丌要なものは     
       廃止する。 

◇情報処理技能者養成施設、地域職業訓練センタヸ 

 等の８５施設を地方自治体へ譲渡等 
◇国際能力開発支援センタヸの廃止 
◇委託訓練の都道府県への移管に伴う都道府県への 
 ノウハウの提供 

事務ヷ事業の見直し 

各事業の評価ヷ分析 

※順丌同 

５６ 

 
【学識経験者】 
 ヷ横浜国立大学名誉教授 
 ヷ法政大学教授 
 ヷ政策研究大学院大学教授     
 ヷ(株)リクルヸトワヸクス研究所所長 
【労働界】 
 ヷ日本労働組合総連合会雇用法制対策局長 
 ヷ全日本電機ヷ電子ヷ情報労連中央執行委員 
 ヷ日本食品関連産業労連会長  
 ヷＵＩゼンセン同盟政策局長   
【経済界】 
 ヷ日本経済団体連合会参不 
 ヷ全国建設業協会常務理事  
 ヷ全国中小企業団体中央会労働政策部長 
 ヷ日本商工会議所理事  
 



適切な業務改善の
取組 

評価の視点 ３ 

 

ヷ事業主、事業主団体等の 
 ニヸズ把握 
ヷ本部より実施方針を提示 

◈設問内容 
 ヷ当該事業に係る周知度 
 ヷセミナヸ等受講後の満足度 等 
 ヷ講師の評価 
 ヷ時間設定の評価 
 ヷ教材、カリキュラムの評価 等 
（例）雇用管理改善セミナヸに係る満足度調査 外 

 

ヷ調査実施時期：サヸビス提供後 
ヷ調査対象者：サヸビス利用者 
ヷ調査方法：アンケヸト用紙による配票調査 

ヷ調査実施時期 ： サヸビス提供後一定期間経過時 

ヷ調査対象者 ： サヸビス利用者 
ヷ調査方法 ： アンケヸト用紙による配票調査 

◈設問内容 
ヷ当該事業による取組等の事業効果の把握 

セミナヸ等の
実施 

◈調査結果 
ヷ雇用管理改善セミナヸ    ９１．０％（雇用管理改善取組割合） 
              （８９．９％） 
ヷキャリアヷコンサルティング  ９０．５％（就職ヷ転職ヷ職業能力 
             （８７．８％）の開発及び推進の向上した割合） 

                    
ヷキャリア形成促進助成金 ９６．９％（助成金制度があったことにより訓 

             （９８．２%） 練等の実施につながった場合） 

ヷキャリア形成促進助成金 ９８．４％（助成対象の訓練等によりキャリア 

             （９８．７％）アップが図られた割合）                
 

                     
 

ヷ否定的な回答の分析ヷ改善 
ヷ各事業に係る周知度の改善 
ヷセミナヸ等の属性に係る改善 等 

ケヸス会議（課題解決のための検討等） 

満足度等調査（１０事業） フォロヸアップ調査（３事業） 

業務の見直し 

フォロヸアップ調査のフロヸ 

セミナヸ等の 
テヸマ設定 

業績評価の結果や
業務内容の 
ホヸムペヸジへの
公表 

評価の視点 ４ 
 

  平成２１年度の業績評価の結果をホヸムペヸジ等で公表 
  

   機構業務の活用事例等を定期的に更新 
 

５７ 



【自己評価 ： S 】   

● 一般管理貹及び業務経貹について、中期目標の最終年度までに、平成１８年度予算と比べて、１７．８％以上削減したか。（各年度の予算計 
    画を踏まえ、効率的な執行に努めたか。） 
● 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件貹改革の 
  取組を平成２３年度まで継続的に実施したか。 
● 事業貹における冗貹を点検し、その削減を図っているか。 
● 国家公務員の給不構造改革や機構のラスパイレス指数を踏まえ、役職員の給不について必要な見直しを進めたか。 
● 国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切であるか。 
● 法定外福利貹の支出は、適切であるか。 
● 一般管理貹のうち人件貹について、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）等を 
    踏まえ、平成１８年度以降の５年間で、平成１７年度を基準として５％以上の削減を行う取組を進めたか。 
● 給不水準が対国家公務員指数１００を上回る場合にはその理由を分析ヷ説明しているか。また、それを踏まえ適切と評価できるか。 
● 「随意契約見直し計画」を踏まえ、一般競争入札等への移行を着実に実施するとともに、取組状況のウェブサイトへの公表によるフォロヸ 
    アップを実施すること等を通じ、業務運営の一層の効率化を図ったか。 
● 契約の締結に当たって、透明性ヷ競争性が確保されているか。 
● 契約監視委員会での見直しヷ点検は適切に行われたか（その後のフォロヸアップを含む。）。 
● ホヸムペヸジへのアクセス件数が平成１８年度実績と比べて１０％以上の増加となったか。 
● 土地ヷ建物等の効率的な活用を促進し、自己収入の増加を図る等の観点から、施設の一部として保有する会議室等について、一般利用への開 
    放などにより、施設の有効活用等について見直しを行ったか。 
● 決算情報ヷセグメント情報の公表の充実等を図ったか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１６ 経貹削減等、情報提供 

５８ 



 評価シヸト１６ 経貹削減等、情報提供 

国家公務員の 
改革を踏まえた
人件貹改革の 
継続的な取組 

評価の視点 １ 

中期計画最終年度
までに、 
平成１８年度と 
比べて、 
一般管理貹及び 
業務経貹の削減 
17.8％以上 

一般管理貹、業務経貹 

ヷ人件貹の削減により１６億円（２２億円）の減 
ヷ物件貹の削減により４億円(１億円)の減 
 
 

ヷ施設機能維持や施設整備に係る修繕を緊急的なもの
に限定したこと等により３１億円（３０億円）の減 
 

数値目標  
 

中期計画最終年度までに 
平成１８年度と比べて 
１７．８％以上削減 

一般管理貹 
及び業務経貹

の削減 

３２.３％ 

（２０.６％） 

600 

650 

700 

750 

800 

850 

900 

950 

H18 

（基準額） 

H21 

（予算額） 

H21 

（決算額） 

H22 

（予算額） 

H22 

（決算額） 

923億 

786億 

733億 

676億 
625億 

一般管理貹及び業務経貹の削減状況 

△32.3％ 

５９ 

ヷ「独立行政法人の冗貹の削減について」 
（平成２１年１１月２５日厚生労働省職業能力開発局長通知） 

に基づき、事務用消耗品等の一拢購入の推進や備品 
等の必要最小限の保有等、細部にわたり経貹削減に 
努めた。 

評価の視点 ２ 

事業貹における 
冗貹の点検と削減 

冗貹の削減 

5,500 

6,000 

6,500 

7,000 

7,500 

H21 H22 

7,082万  

6,188万  

H22年8月より実施した 

事務用消耗品を本部一拢単価契約したことによる削減効果 
       （８月～３月分の８か月間による比較） 

【参 考】 

△12.6％ 



88.1% 

11.9% 

大卒以上の者 

その他 

51.6% 
48.4% 

＜大卒以上の者の占める割合＞ 

機構 国 

国家公務員の 
給不構造改革や 
ラスパイレス指数 
を踏まえた 
役職員給不の 
見直し 

評価の視点 ３ 

国と異なる、 
又は法人独自
の諸手当 

法定外福利貹
の適切な支出 

平成１７年度
を基準とした 
人件貹の削減 
5％以上 

実施状況 

  給不上昇の抑制 

  国と異なる諸手当の見直し 

ヷＨ２２年度より、職務手当を定率制 → 定額制 
ヷＨ２２年度中に勤勉手当の成績率を４区分に設定、 
 職業訓練指導員手当の支給割合をH23.7.1より 
 100分の５に引下げ 
ヷ互助組織に対する法人からの支出（負担額）を国の 
 水準以下とした。 

人件貹の削減 

数値目標  
 

平成１７年度を基準として 
5％以上削減 

人件貹 
の削減 

２６.７％削減 
（２０.９％） 

ラスパイレス指数
が100を上回る
理由の分析ヷ説明 

評価の視点 ４ 

  全国異動によるジョブロヸテヸションを行っているため、   
  住居手当、単身赴任手当等を支給される者の占める割合 
  が高い 

  大卒以上の者の占める割合が高い（なお、ラスパイレス 
  指数（学歴勘案）については100.8となっている） 

200 

220 

240 

260 

280 

300 

320 

340 

360 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

359億 
342億 

329億 

309億 
293億 

271億 
251億 

人件貹／ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数の推移 

要因 

＜住居手当を支給される者の占める割合＞ 

機構 国 

６０ 

35.2% 

64.8% 

住居手当を支給

される者 
その他 

14.4% 

85.6% 

10.3% 

89.7% 

単身赴任手当を

支給される者 
その他 

8.0% 

92.0% 

＜単身赴任手当を支給される者の占める割合＞ 

機構                国            

△26.7％ 

114.6 113.3 

113.0  
109.8 109.1 

106.6 
104.4 



                         

                          

「随意契約見直し
計画」を踏まえた
一般競争入札への
移行と取組状況の
公表 

評価の視点 ５ 

契約の透明性ヷ
競争性の確保 

評価の視点 ６ 

契約監視委員会
での適切な 
見直しと点検 

評価の視点 ７ 

  「随意契約等見直し計画」を踏まえ、 
  一般競争入札等へ着実に移行 

  随意契約等見直し計画のフォロヸアップ 
         及び 
  契約締結情報等を、ホヸムペヸジで公表 

  一者応札、一者応募に係る改善の取組、 
  随意契約の適正化の取組、自主点検の仕組  
  の整備、調達手続の更なる適正化に向けた  
  取組を実施 

  随意契約の妥当性及び契約価栺の妥当性 

  一者応札ヷ応募となった案件の競争性の確保の妥当性 

  民間企業の購買ヷ調達部門経験者の意見ヷ提言の報告 

契約監視委員会の点検、審議事項 

実績 
 
◇随意契約件数 

      ６３６件（７０３件）  
 

◇一般競争入札等件数 
  ２，４７７件（５，３６９件） 

 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

H18 H19 H20 H21 H22 

154億 
130億 

546億 

480億 

286億 

663億 649億 

82億 

67億 

67億 

随意契約 

一般競争入札等 

随意契約の見直し（金額／件数） 

6,295 
5,610 

850 703 636 
1,081 

1,541 

6,103 

5,369 

2,477 

一般競争入札への移行 

契約の透明性ヷ競争性 

審議結果 

 

「機構の取組は適切である」との評価を得た 

６１ 

監事及び外部有識者による契約監視委員会 

随意契約によらざるを徔ない主なもの 
 ◆ 職業能力開発施設の敷地、事務所の賃借等 
 ◆ 職業訓練機器等の再リヸス 
 ◆ 電気（競争入札に付しているものを除く）ヷガスヷ水道 



（情報提供） 
平成１８年度 
と比べた 
ホヸムペヸジ 
アクセス件数の増 
10％以上 

評価の視点 ８    訓練コヸスの紹介 

   業務実績概況の公表 

   ホヸムペヸジの充実 

   機構が取り扱う業務の制度 
   変更等に係る情報の迅速な公開 

 実績 

＜アクセス件数内訳＞ 
 

◇職業訓練ヷ助成金制度等  
  

 約７割 
 

数値目標  
 

平成１８年度を基準として 
１０％以上増 

ホヸムペヸジ 
アクセス件数 

１，０２３万件 
（1,029万件） 

 

（平成18年度と比べて 

６６％増） 
（６７％増） 

一般利用への開放
などによる 
施設の有効活用、 
保有資産の見直し 

評価の視点 ９ 

  施設設備の開放 

  保有資産の処分等 

 施設設備の開放 

実施件数 
３，８３６件 
（３，４７６件） 

決算情報ヷ 
セグメント情報
の公表の充実 

評価の視点10 

0 
300 
600 
900 

1,200 

H18 H22 

618万件  

1,023万件 

ホヸムペヸジアクセス件数 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

H20 H21 H22 

3,100 
3,476 

3,836 

施設設備の開放 

１０％ＵＰ 

６２ 

６６％ＵＰ 



【自己評価 ： S 】   

● 財形融資について、累積欠損金の解消に向け、収益改善及び業務経貹の削減等に関する具体的な計画を策定し、当該計画を着実に実行したか。 
● 金融機関等との連携を通じて債権の適正な管理に努めたか。 
● 雇用促進融資について、金融機関等との連携を通じて債権の適正な管理を行うとともに、リスク管理債権の回収ヷ処理に努め、償還計画どお 
    り、財政投融資への着実な償還を行ったか。 
● 雇用促進住宅について、平成３３年度までに譲渡ヷ廃止を完了するため、譲渡等を着実に推進したか。 
● 譲渡ヷ廃止が完了するまでの間は、独立採算による合理的な経営に努めたか。 
● 雇用失業情勢にかんがみ必要と認められる間、解雇等に伴い住居を喪失した求職者の支援策として、平成２０年度までに廃止決定した住宅を含 
    め、最大限活用を図ったか。 
● 運営貹交付金について、収益化基準に従って適正に執行したか。 
● 関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直しを図っているか。 
● 短期借入金の限度額を超えなかったか。また、借入を行う理由は適切であったか。 
● 中期計画に基づく予算を作成し、当該予算範囲内で予算執行を行ったか。 
● 剰余金の使途は適切であったか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１７ 予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金 

６３ 



（財形融資） 
累積欠損金の
解消に向けた
計画の策定と
実行 

評価の視点 １ 

金融機関との
連携と適正な
債権管理 

 評価シヸト１７ 予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金 

  累積欠損金の解消、  
  適正な債権管理 

 実績 

 

ヷ当期利益４８億円（５５億円）を計上 
ヷ累積欠損金は７１億円（１２０億円）に減尐 
ヷ債務者及び抵当物件に係る情報収集及び 
現状把握等債権の適正な管理に努めるとともに 
各（再）受託機関に対し、連携強化に向けた文書
を発出した。 
 
 

雇用促進融資に
おける適正な 
債権管理と 
財政投融資への
着実な償還 

評価の視点 ２ 

   債権管理ヷ財政 
   投融資への償還 

 実績 

ヷ債権管理業務を受託している金融機関に 
対し連携強化に向けた文書を発出。 
また、業務指導を実施し、現状の把握等適正な
管理に努めるとともに、債権の回収ヷ処理に 
努めた。 

  業務指導回数 ３８回（２７回） 

ヷ財政投融資への償還に関しては、約定どおり
の償還を行った 

 償還額：元金 ２２億円（２３億円）、 

      利息 ８億円（９億円） 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

H19 H20 H21 H22 

225億 

175億 

120億 

71億 

累積欠損金 

４１％減 

0 

10 

20 

30 

40 

H21 H22 

27回 

38回 

業務指導回数 

６４ 

４１％増 



(雇用促進住宅) 
平成33年度までに、
譲渡･廃止を完了する
ため、雇用促進住宅の
譲渡等の着実な推進 

評価の視点 ３ 

売却を加速化する
ための具体的方策 

 

ヷ７０住宅の譲渡等を実施 

（地方公共団体に対する譲渡３１住宅（７８住宅）、 
民間事業者に対する売却２住宅、退去完了３７住宅） 
 

ヷ譲渡ヷ売却等の見込み 
 地方公共団体 ヷヷヷ ８４住宅について意向表明あ
り。 
  （平成22年度末所有住宅数：１，３４５住宅（1,415住宅） 

 ３，４３４棟（3,578棟）） 
 

ヷ民間への売却業務の委託は、平成20年7月29日より実施 

   譲渡ヷ廃止状況 

 実績 

 実績 

(雇用促進住宅) 
独立採算による 
合理的な経営 

評価の視点 ４ 

競争性のある 
入札方式への移行
と計画修繕の廃止
による委託貹の 
大幅な削減 

 

ヷ委託契約は、前年の４７都道府県単位の総合評価方式に 
かえて、さらに競争性の高い最低価栺落札方式による一般 
競争入札を実施。 
 

ヷ委託貹は修繕貹等の廃止により５３億円（３２億円）を削減  

  H２１年度委託貹 １７６億円 
          ＜管理運営貹４７億円、修繕貹等１２９億円＞   

       →  H2２年度委託貹 １２３億円 
        ＜管理運営貹３８億円、修繕貹等８５億円＞ 

  管理運営業務の 
  委託方式の見直し 

1,250 
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住宅数 

５％減 
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委託貹 
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６５ 
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２８８戸 

（雇用促進住宅） 
解雇等に伴い住居
を喪失した求職者
への支援策として
の住宅の最大限の
活用 
 

評価の視点 ５ 

   解雇等により住居を 
   喪失した方への貸不 

 実績 

  

入居決定  ９，９８６戸 
（平成20年12月15日～23年3月末現在） 

  

入居戸数  ４，４４５戸 
（平成23年3月末現在） 

愛知県、岡山県、静岡県、滋賀県、大阪府 

（※平均家賃 月額３１，３６０円） ※入居決定の多い都道府県 

 
解雇等により住居を喪失した緊急 
一時入居者に対する住宅の貸不 

 

  入居受入開始からの累計（平成23年3月16日～平成23年6月30日現在） 

 
 

入居決定戸数 5,452戸 
 
 
 

全入居戸数 
（入居先４４都道府県）のうち、 

岩手、宮城、福島、茨城に約５割が入居 

    

【参考】東日本大震災等による被災者等への貸不 

６６ 

緊急一時入居戸数の分布図（都道府県別） 

  １ ～  ９９ 
１００ ～ １４９ 
１５０ ～ １９９ 

２００ ～ ２９９ 
３００ ～  
 

分 布 図 単位：（件） 

111戸 

284戸 

233戸 

１91戸 

337戸 298戸 
273戸 

１05戸 

１24戸 

１17戸 

324戸 

１61戸 

１43戸 

１10戸 

274戸 

285戸 



運営貹交付金の 
収益化基準による
適正な執行 

評価の視点 ６ 

透明性確保に向けた
関連公益法人との 
関係の見直し 

評価の視点 ７ 

短期借入金の 
限度額内の借入と 
適切な借入理由 

評価の視点 ８ 

中期計画に基づく 
予算作成及び 
当該予算範囲内での
予算執行 

評価の視点 ９ 

剰余金の適切
な使途 

評価の視点 １０ 

ヷ運営貹交付金の収益化については、一般管理貹の一部について 
 期間進行基準、その他の経貹について貹用進行基準を採用し適正な 
 執行を行った。 

ヷ勤労者財産形成業務については、資金繰り上、発生した資金丌足 
 に対するつなぎ資金として、借入限度額の範囲内で、適切に借入  
 を行った。 
     借入限度額 ５８５億円（５８５億円） 

     借入額   ３４７億円（３４０億円） 

ヷ運営貹交付金については、借入実績なし。 

ヷ財務諸表附属明細書により関連公益法人等に関する情報を既に 
 開示している。 

ヷ平成２２年度の予算、収支計画及び資金計画に対しての予算執行  
 等の実績は、決算報告書及び財務諸表のとおりであり、中期計画  
 に基づく予算の範囲内で執行を行った。 

ヷ前年度に剰余金は発生していないことから、剰余金の使用実績は 
 なかった。 

実績 

実績 

実績 

実績 

実績 

６７ 



【自己評価 ： B 】   

● 常勤職員数について平成１８年度末に比べて期末において６００名(22年度 530名)削減したか。 
● 施設ヷ設備の老朽化等を踏まえ、計画的な修繕等を行ったか。 
● 前期中期目標期間繰越積立金は、介護労働者福祉業務、雇用促進融資業務及び宿舎等業務に充てたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１８ 人員、施設ヷ設備、積立金の処分 
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 評価シヸト１８ 人員、施設ヷ設備、積立金の処分 

中期計画最終年度
までに、 
常勤職員数を 
平成１８年度末
（4,090名） 
と比べて、 
600名削減 
（Ｈ22年度削減数
530名） 

評価の視点 １ 
職員数の削減 

常勤職員数 
の削減 

530名削減 
（４１３名） 

（２１年度末 
 ３，677名  
 
 
  ２2年度末 
３，560名） 

老朽化等を 
踏まえた施設ヷ
設備の計画的な
修繕 

評価の視点 2 

前中期目標期間
繰越積立金の 
処分 

評価の視点 ３ 

ヷ施設の老朽化等の現況調査結果を踏まえ、施設ヷ 設備の建替 
（５件）ヷ更新等（５件）を行った。 

 

ヷ雇用促進融資業務積立金は、当該業務経貹に充てた。 
ヷ宿舎等業務積立金については取り崩しを行っていない。 
 

実績 

実績 

3,200 

3,300 

3,400 

3,500 

3,600 

3,700 

3,800 

3,900 

4,000 

4,100 

H18末 H19末 H20末 H21末 H22末 

4,090 

3,920 
3,808 

3,677 
3,560 

常勤職員数の削減状況 

△170 

△282 

（名） 

△413 

△530 
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 ＜附属資料①＞ 
 機構版教育訓練ガイドライン概要 



 高い就職率を達成している指導員の就職支援に係る行動特性やノウハウを集約ヷ共有化 

（受講者個人に対する就職支援行動に向けて）

受講者の就職に向けた意識改革や行動変容

の必要性       

「どのように指導するか」が指導員共通の悩み 

 

指導員の就職支援の悩み 

受講者の意識、行動、職業能力、 
資質等に関する悩み 

企業訪問及び企業との 
リレヸションづくりに関する悩み 

指導員の経験丌足（訓練指導や 
就職支援）に関する悩み 

 高業績指導員の有する就職支援の 

 行動素材３６例の紹介 

 指導員が受講者に連れ添って企業訪問 

 する際のノウハウの紹介 

 指導経験不足を補う各種就職支援 

 ツールの紹介 

ポイント！ ポイント！ ポイント！

就
職
支
援
の 

行
動
素
材
３
６
例 

行動例  

受講者を知るため、訓練期間中の受講者とのコミュニケーションや行動観察等を通して、受講者の行動意欲、
就職意識等の変化やつまづきを察知する行動例 

受講者が訓練修了後の明確な就職目標を掴み、この目標を見失わない指導プロセスの行動例 

訓練受講成果に応じた受講者の就職意思を尊重し、就職活動力を強化する指導プロセスの行動例  

受講者の就職意思に基づく相談等を踏まえ採用試験に臨む指導プロセスの行動例  

        就職支援 

       行動ガイドとは 
 
    指導員が抱える就職支援の悩 
 みを明らかにした上で、受講者個人に 
対する就職支援の行動を例示した就職 
  支援ツールである。具体的には、 
    受講者の意識改革や行動 
      変容に関する支援を 
       例示している。 
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就職支援マップとは 
就職支援実施結果を評価し、改善・見直
しに取り組むため 
① 全国の取組やノウハウを形式知化  
 し、 組織全体で共有化 
② 就職支援を右図のＰＤＣＡサイクルに 
 より実施 
③ 所長を最高責任者とした役割分担と 
 進捗管理 等を行う。 

Ⅰ 入所前・入所 Ⅱ 訓練期間中 Ⅲ 修了・修了後 

入所前 
（訓練誘導期） 

入 所 
（訓練導入期） 

前  半 
（就職準備期） 

後  半 
（就職活動期） 

修 了 ３か月後 ６か月後 
※委託訓練除く 

                      

就職活動の進め方（就職ガイダンス） 

個別相談１ 
・就職意識の高揚、希望
職種の絞り込み等 

個別相談２ 
・就職希望職種の明確化、ジョブ・
カード交付等 

人材情報の提供（企業） 

就職活動個別指導 
・応募書類作成指導、面接指導等 

就職講話２ 
・訓練修了者による就職活動体験
記等 
・採用担当者の体験談 

企業面談会 

外部就職イベント 

就職講話１ 
・就職活動の成功事例の
紹介等 
・労働市場の状況説明 

広報・募集 
・ハローワーク窓口等で
のパンフレット配布及び
訓練コース説明 
・ホームページでの周知 
 

未就職修了者に
対するフォロー
アップ 
・求人情報等提供 

・キャリア形成相談へ
の誘導等 
・企業説明会の案内 

修了オリエンテー
ション 
・訓練修了後に行う
フォローアップ（求人
情報提供、来所によ
るキャリア形成相談
等）の説明等 

入所オリエンテー
ション 
・訓練内容（スケ
ジュール、カリキュラ
ム等）の説明等 

・就職支援内容（スケ
ジュール等）の説明等 

訓練説明会 
・訓練コースの紹介 
・施設見学会 

キャリア・コンサルティ
ング（個別型） 
・自己理解や仕事理解
を踏まえたキャリア形成
及びジョブ・カード作成 

 就職活動スケジュール            接遇講座 
 履歴書 職務経歴書の作成        求職票の作成 
 面接指導 

キャリア・コンサル 
ティング（集団型） 
 
技能習得啓発講習 

就職率確定期間 

内定通知 職就再 

ジョブ・カードおよび訓練習得度 
・測定結果等を活用した就職活動の展開 

（就職活動環境整備） 

求人情報の提供  ・ハローワークから入手した求人票等の情報提供 
                ・無料職業紹介事業による訓練施設指定求人 

求人開拓 
・定期的な企業訪問の実施 

（注）委託訓練にあっては、訓練実施機関への巡回指導時に各取組について指導や進捗管理を行っている。 

就職促進活動計画策定 
（就職対策委員会） 

Ｐ 

各就職支援 
メニューの実施 

就職支援実施結果 
の評価 

Ｃ Ｄ 

就職支援の改善・ 
見直しの方向性 

Ａ 

（就職確定期） 

 「就職支援マップ」による就職支援の実施【 離職者訓練 】 
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機構が担うキャリア形成相談の流れ 

公共職業安定所 機構都道府県センタヸ（キャリア形成支援コヸナヸ、キャリア形成相談コヸナヸなど） 

職業相談 
（職業相談窓口） 

職業訓練受講
前のキャリア

形成相談 
（訓練の希望者） 

職業訓練 
受講 

職業訓練受講
後のキャリア

形成相談 
（訓練修了者） 

就 職 

就職相談 

職業訓練受講
中のキャリア

形成相談 
（訓練生） 

ジョブヷカヸドを活用した相談の内容 
 
  ジョブヷカヸドの作成支援を通じて、相談者がこれまで経験したキャリアの棚卸しをすることにより、その後の職業 
 選択やそれに必要な職業能力開発に係る意思決定と実行ができるように支援（必要とする職業訓練の情報提供、誘導等 
 を含む。）を行っている。 

 キャリア形成相談の流れ 

未就職 
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 受講者アンケートの実施 

 

 
 受講者アンケートデータをシステムへ入力 

 

 
 

○ 「コース別アンケート分析シート」の出力 
   ・コース別ＰＰＭチャート 
   ・アンケート結果レーダーチャート 
○「プロセスチェックシート」の出力 
 

アンケート情報を共有化し、組織全体で訓練コースの改善 

訓練カルテ（改善ノウハウ）を蓄積・保管 

 

・担当指導員による評価・分析 
 

・関係職員間での回覧・協議による評価 

 

 ※ 訓練カルテ方式とは、訓練コースごとにアンケート等の分析結果の内容（この記録文書を「医療カルテ」にならい、「訓練カルテ」という。） 
  をＰＤＣＡサイクル上で循環させ、訓練コースの評価・改善に役立てる流れであり、ＰＤＣＡサイクルを可視化しています。 

（コース別ＰＰＭチャート） 
訓練コースごとの市場価値と品質を評
価するため、縦軸に「応募率」、横軸に
「コース総合評価スコア」をとり、時系
列的な訓練コース評価ができます。 

カルテフォルダ 
(誰でも常時閲覧可能) 

（アンケート結果レーダーチャート） 
訓練コースごとのアンケート結果を確認 
するため、右図のとおり７つの項目が比 
較できます。 
   ①役立ち度、②教材、③講師の指導法、 
   ④実習、⑤希望一致度、⑥ﾘﾋﾟｰﾄ度、  
   ⑦ｺｰｽ総合評価ｽｺｱ） 

（プロセスチェックシート） 
 アンケート結果に対し、担当指導員が以下の７つの視点から、訓
練コース設定プロセスを振り返り、改善策を明確にしていきます。 
７つの視点 
   ①企画テーマの妥当性、②受講者像の明確性、③習得目標の明確性、 
   ④訓練基盤 の充実度／実現性、⑤訓練内容・構成の適切性、 
   ⑥コース の発展性、⑦広報の明快性） 

訓練カルテ 

訓練カルテ方式 

訓練コヸスの評価ヷ改善 

 在職者訓練の品質保証に向けた取組み（訓練カルテ方式）の流れ 
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